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１ 計画の策定にあたって 

第１節 計画策定の背景 

（１）介護保険制度を取り巻く状況 

介護保険制度は，平成 12（2000）年の制度創設から 23 年が経過し，高齢化の進行

とともに 65歳以上の第１号被保険者数は約１.７倍に増加する中で，サービス利用者数は

約３.５倍に増加するなど，介護を必要とする方にはなくてはならないものとして，社会に

定着し，発展してきました。 

令和５（2023）年４月１日現在，日本の総人口に占める 65歳以上の高齢者の割合（高

齢化率）は，29.１％（総務省統計局調べ）と３割に迫り，高齢化が進展しています。 

これまで，団塊の世代が 75歳以上となる令和７（2025）年を目途に，高齢者が住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう「医療・介護・介護予防・住ま

い・生活支援」が包括的に確保される地域包括ケアシステムの構築を目指し，介護保険制

度の改正が進められてきました。 

今後も高齢者人口は増加し，中でも 85歳以上の人口の急増に伴い，要介護認定者数や

介護給付費が大幅に増加することが見込まれています。また，団塊ジュニア世代が 65歳

以上となり，高齢者人口がピークを迎える令和 22（2040）年頃には，一人暮らし高齢

者や認知症高齢者に加え，医療・介護双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのあ

る要介護高齢者が増加する一方で，生産年齢人口は急速に減少が見込まれており，人口構

成の変化といった厳しい局面に直面することが予想されています。 

今後の更なる高齢化の進行や人口減少といった様々な社会環境の変化も見据えながら，

介護保険制度の持続可能性の確保に向けた早急な対応が求められています。 

 

（２）計画策定の目的 

本市においては，令和５（2023）年９月末現在，人口約 20万 5千人に対し，高齢者

人口が約５万１千人，高齢化率は 24.9％となっています。市では，高齢化が進展する中，

平成 27（2015）年度の「八千代市高齢者保健福祉計画」（「第７次老人保健福祉計画・

第６期介護保険事業計画」）の頃から，団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）

年を見据え，高齢者が住み慣れた地域で，自分らしく，いつまでも安心して暮らすために

「医療・介護・介護予防・生活支援・住まい」を包括的に提供する「地域包括ケアシステ

ム」の構築に向けた各種取組を進めてきました。 

市の推計では，今後も高齢化がより進展し，令和 22（2040）年には高齢者人口は約

６万 6千人，高齢化率は 32.4％まで上昇すると見込まれています。また，高齢者人口の

増加に伴う介護サービス需要の急激な増加が見込まれる一方，生産年齢人口は減少してい

くため，介護サービス基盤の整備や介護サービスの担い手不足など，高齢者を取り巻く環
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境が大きく変化することが予測されます。こうした社会環境の変化の中においても，高齢

者が必要なサービスを受けられ，できる限り住み慣れた地域で安心して生活できるよう，

引き続き，地域包括ケアシステムの更なる推進を図りつつ，地域共生社会への実現を目指

すことが求められています。 

こうした背景を踏まえ，高齢者保健福祉及び介護保険事業の円滑な実施や推進を図るた

めに，第 8期までの市の高齢者施策を検証するとともに，今後の中長期的な人口動態や介

護サービス需要の見込みを基にして，令和６（2024）年度からの「八千代市高齢者保健

福祉計画」（以下，本計画）を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 
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第２節 国の高齢者・介護保険施策の動向 

（１）令和５年介護保険法の改正について 

令和５（2023）年５月，「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための

健康保険法等の一部を改正する法律」（令和５年法律第 31号）が公布されました。ここ

には介護保険法の改正も含まれ，主な改正事項として以下の５つが挙げられています。 
 

Ⅰ．介護情報基盤の整備 

Ⅱ．介護サービス事業者の財務状況等の見える化 

Ⅲ．介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務 

Ⅳ．看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化 

Ⅴ．地域包括支援センターの体制整備等 

 

Ⅰ．介護情報基盤の整備 

地域包括ケアシステムを深化・推進するため，自治体・利用者・介護事業所・医療

機関等が介護情報等を電子的に閲覧できる情報基盤を整備します。自治体は地域の実

情に応じた介護保険事業運営に，利用者は自立支援・重度化防止の取組の推進に，介

護事業所・医療機関は介護情報等の適切な活用により介護・医療サービスの質の向上，

という効果が期待できるとされています。さらに，ペーパーレス化による事務負担軽

減も期待されています。 

こうした情報基盤の整備を，保険者である市町村が実施主体であり，地域での自立

した日常生活の支援を目的としている地域支援事業に位置付けます。 

 

Ⅱ．介護サービス事業者の財務状況等の見える化（データベース化） 

令和 22（2040）年を見据えた人口動態等の変化，生産年齢人口の減少と介護現

場における人材不足の状況，感染症等による介護事業者への経営影響を踏まえた支援，

制度の持続可能性などに的確に対応するとともに，物価上昇や災害，新興感染症等に

当たり経営影響を踏まえた的確な支援策の検討を行う上で，３年に１度の介護事業経

営実態調査を補完する位置づけとして制度を創設し，行われるものです。 

具体的には①介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備②収

集した情報を国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結

果を公表するという内容で，原則，全ての介護サービス事業者が対象となります。 
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Ⅲ．介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務 

介護現場で生産性向上の取組を進めるには，介護事業者単独での自助努力だけでは

限界があります。地域単位で，モデル事業所の育成や取組の伝播等を推進する必要が

あります。一方で事業者からは，「地域においてどのような支援メニューがあるのか

分かりにくい」との声があるなど，都道府県から介護現場に対する生産性向上に係る

支援の取組の広がりが限定的となっている実態があります。 

こうした現状に対して，都道府県を中心に一層取組を推進するため，都道府県の役

割を法令上明確にする改正を行うとともに，都道府県介護保険事業支援計画において，

介護サービス事業所等における生産性向上に資する事業に関する事項を任意記載事

項に加える改正を行うというものです。 

 

Ⅳ．看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化 

看護小規模多機能型居宅介護（看多機）とは，訪問看護※１と小規模多機能型居宅介

護※２とを組み合わせて，多様なサービスを一体的に提供する複合型サービスです。 

※１ 自宅での看護サービス（療養上の世話又は必要な診療の補助） 

※２ 自宅に加え，サービス拠点での「通い」「泊まり」における，介護サービス（日常生活上の世話） 

看多機は，サービス拠点での「通い」「泊まり」においても看護サービスを一体的に

提供可能で，医療ニーズの高い中重度の要介護者の在宅での療養生活を支えています。

この看多機をより普及させるため，複合型サービスの一類型として明確に位置付け，

サービス内容について，サービス拠点での「通い」「泊まり」における看護サービス

（療養上の世話又は必要な診療の補助）が含まれる旨を明確化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省  
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Ⅴ．地域包括支援センターの体制整備等 

地域住民の複雑化・複合化したニーズへの対応，認知症高齢者の家族を含めた家族

介護者支援の充実など，地域の拠点である地域包括支援センターへの期待や業務は増

えています。 

そこで，要支援者に行う介護予防支援について，地域包括支援センターに加えて，

市町村からの指定を受けた居宅介護支援事業所（ケアマネ事業所）も，市町村や地域

包括支援センターと連携を図りながら実施できることとします。また，地域包括支援

センターが行う総合相談支援業務について，その一部をケアマネ事業所等に委託する

ことが可能となります。委託を受けたケアマネ事業所は，市町村等が示す方針に従っ

て，業務を実施します。 

 

（２）給付適正化主要５事業の再編について 

介護保険は医療保険と異なり，①サービス利用には要介護認定を受ける必要があること，

②要介護度に応じた区分支給限度額の範囲内で保険給付が行われること，③サービス提供

はケアプランに基づき実施されること といったように，適正化の仕組みが制度として内

在しています。この枠組みを活かす形で，これまで給付適正化５事業を実施してきました

が，適正化事業を行う保険者の割合は増加傾向にある一方で，個別の取組についての課題

も明確になり，議論が行われてきました。 

そして，保険者の事務負担軽減と効果的・効率的な事業実施のため，給付適正化主要５

事業を３事業に再編して実施内容の充実化を図ることとなりました。 

具体的には，費用対効果を見込みづらい「介護給付費通知」を主要事業から除外すると

ともに，実施の効率化を図るため「住宅改修の点検，福祉用具購入・貸与調査」を「ケア

プラン点検」に統合し，これに「要介護認定の適正化」，「医療情報との突合・縦覧点検」

を合わせた３事業を給付適正化主要事業とします。再編後の３事業については，全ての保

険者において実施（実施率 100％）を目指すとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 
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（３）認知症基本法について 

認知症は誰もがなりうるものであり，家族や身近な人が認知症になることなども含め，

地域で暮らす人たちにとっても，身近なことになりつつあります。 

令和元（2019）年６月の「認知症施策推進大綱」では，認知症の発症を遅らせ，認知

症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会を目指し，認知症の人や家族の視点を

重視した施策が進められてきました。令和５（2023）年 6月には，認知症の人が尊厳を

保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう，認知症施策を総合的かつ計画的に推進

することを目的とした，「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（認知症基本

法）が成立しました。 

認知症基本法では，認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよ

う，７つの基本理念による認知症施策が行われます。 

基本的施策は以下のとおりです。 
 

①【認知症の人に関する国民の理解の増進等】 

②【認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進】 

③【認知症の人の社会参加の機会の確保等】 

④【認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護】 

⑤【保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等】 

⑥【相談体制の整備等】 

⑦【研究等の推進等】 

⑧【認知症の予防等】 

※その他認知症施策の策定に必要な調査の実施，多様な主体の連携等 
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第３節 第９期計画の基本指針について 

令和５年７月 10 日の社会保障審議会・介護保険部会で「第９期介護保険事業（支援）

計画の基本指針の構成について」が示されました。その中で，市町村介護保険事業計画の

作成に関する事項は以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本的事項 

１ 基本理念，達成しようとする目的及び地域の実情に応じた特色の明確化， 

施策の達成状況の評価等 

２ 要介護者等地域の実態の把握 

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備 

４ 2025年度及び 2040年度の推計並びに第８期の目標 

５ 目標の達成状況の点検，調査及び評価等並びに公表 

６ 日常生活圏域の設定 

７ 他の計画との関係 
 

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 

１ 日常生活圏域 

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み 

４ 被保険者の地域における自立した日常生活の支援，要介護状態等となることの

予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付の適正化への取

組及び目標設定 
 

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項 

１ 地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項 

２ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの見込量の確保のための 

方策 

３ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及びその見込量の確保のための 

方策 

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上並びにその業務の 

効率化及び質の向上に資する事業に関する事項 

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業の円滑な提供を図るための事業等に 

関する事項 

６ 認知症施策の推進 

７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付

き高齢者向け住宅の入居定員総数 

８ 地域包括支援センター及び生活支援・介護予防サービスの情報公表に関する 

事項 

９ 市町村独自事業に関する事項 

10 災害に対する備えの検討 

11 感染症に対する備えの検討 
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２ 計画策定の基本事項 

第１節 計画の位置づけ 

（１）本計画の役割と他の個別計画との関係 

本計画の役割（法的根拠）及び，上位計画との関係は，次のとおりとなります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

 
平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

総 合 計 画 第４次 第５次 

地 域 福 祉 計 画 － 第１次 第 2次 

老人保健福祉計画 

介護保険事業計画 

第８次 

第７期 

第９次 

第８期 

第１０次 

第９期 

  

八
千
代
市
地
域
福
祉
活
動
計
画

（八
千
代
市
社
会
福
祉
協
議
会
）

八
千
代
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
（本
計
画
）

介
護
保
険
事
業
計
画
（第
９
期
）（根
拠
法
：介
護
保
険
法
）

老
人
保
健
福
祉
計
画
（第
１
０
次
）（根
拠
法
：老
人
福
祉
法
）

八千代市総合計画

八千代市地域福祉計画（高齢・障害・児童・その他の福祉）

最上位計画として，市が実施する全ての施策の方針を取りまとめたもの

そ
の
他
行
政
計
画

（八
千
代
市
住
生
活
基
本
計
画
等
）

千
葉
県
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

そ
の
他
福
祉
に
関
す
る
計
画

八
千
代
市
健
康
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン

八
千
代
市
い
の
ち
支
え
る
ま
ち
づ
く
り
プ
ラ
ン

八
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育
て
支
援
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業
計
画

八
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代
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障
害
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計
画
・障
害
福
祉
計
画
・

障
害
児
福
祉
計
画

や
ち
よ
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン

連携

千
葉
県
地
域
福
祉
支
援
計
画
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第２節 計画の策定方法 

（１）計画策定の体制 

① 八千代市介護保険事業運営協議会による検討 

広く意見を聴取するために，介護保険被保険者，学識経験者，保健・医療及び福祉の関

係者，介護サービス事業者で構成し，策定にあたっての意見交換及び審議を行いました。 

なお，市ホームページで議事録を掲載しています。 

 

開 催 日 議  題 

第 1回 令和 5年８月３日 

・八千代市高齢者保健福祉計画（第 9次老人保健福祉計

画・第 8期介護保険事業計画）の令和 4年度実績につい

て 

・八千代市高齢者等の保健福祉・介護保険ニーズ調査結

果報告書について 

・次期計画について 

第 2回 令和５年 11月７日 
・八千代市高齢者保健福祉計画（第 10 次老人保健福祉

計画・第９期介護保険事業計画）（骨子案）について 

第 3回 令和５年 1２月４日 
・八千代市高齢者保健福祉計画（第 10 次老人保健福祉

計画・第９期介護保険事業計画）（素案）について 

第 4回 令和６年 月 日 

 

 

② 庁内組織による検討 

策定期間中の事務局は長寿支援課に置き，全体調整及び関係課との施策調整を図り，基

本理念・目標の設定を行うとともに，計画に掲げた事業の進捗状況を確認・検証しました。 

 

 

  



第１章 計画の概要 

２ 計画策定の基本事項 

11 

③ 

介
護
保
険
事
業
運
営
協
議
会 

④ 

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト 

計
画
の
完
成
・公
表
・
周
知 

② 
庁
内
検
討 

（２）市民意見・当事者意見の把握 

次のとおり，アンケート調査及びパブリックコメントを実施し，意見や要望等を収集す

る機会を設けました。なお，意見は基礎資料として策定の工程に取り込みました。 

 

① 市民意見・当事者意見の把握の流れ 

 

 

② パブリックコメントの実施 

 内  容 

意見募集期間 令和 5年 12月 15日（金）～令和 6年 1月 15日（月） 

公表場所 
市役所本庁舎，支所・連絡所，公民館，図書館， 

市ホームページ 

意見を提出できる人 

①市内に住所を有する方 

②市内に事務所・事業所を有する方 

③市内に通勤・通学している方 

④本計画に関し利害関係のある方 

提出方法 書面の持参，郵送，ファクシミリ，ちば電子申請サービス 

 

 

 

  

市民意見・当事者意見の把握 

① アンケート調査 

生活実態や保健・福祉・介護サービスに対する要望，

保健福祉行政に対する考えなどをお伺いいたしました。 

・高齢者一般調査 

・在宅要支援・要介護認定者調査 

・若年者調査 

・介護保険サービス提供事業者調査 

・介護支援専門員実態調査 
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第３節 計画の推進 

（１）計画の推進体制 

① 庁内体制の構築 

本計画に掲げた施策を全庁的に推進するため，施策の進行管理を行うとともに，必要に

応じて施策を見直し，事業を推進します。また，地域包括ケアシステムの構築を推進する

ため，庁内の関係部門や介護保険事業者，医療機関等との連携をさらに深めていきます。 

 

② 進行管理の実施 

本計画は，3年毎に計画を策定しますが，各年度においてもその進捗状況の点検・評価

を的確に行っていく必要があります。 

そのため，庁内関係課及び関係機関は，本計画の進捗状況等の点検・評価を行い，事業

の適切な進行管理と状況に応じた計画の適正化を図ります。 

 

③ 保険者機能の強化に係る指標の管理 

介護保険における保険者機能の強化を図るため，高齢者の自立支援，重度化防止等に係

る指標を設定し，サービスの適切な実施を促します。 

また，設定された指標は，財政的インセンティブの位置づけを有するものとし，国・千

葉県への報告事項とします。 

 

（２）市民への情報提供と計画への参画 

① 市民への情報提供 

本市広報紙や本市公式サイト，その他の媒体を通じて，高齢者福祉や介護保険制度に係

る情報提供を行います。 

また，サービス利用者が介護サービス事業者の適切な選択ができるよう，窓口対応やパ

ンフレットの配布及びサービス情報を本市公式サイト等に掲載し，利用者に周知します。 

 

② 計画推進への参画 

地域包括支援センターをはじめとして，医療，介護，ボランティアなどの地域住民とと

もに，地域ケア会議や，生活支援体制整備事業，在宅医療・介護連携推進事業に関する様々

な会議体において地域の課題を明らかにし，施策に反映できるよう広く計画推進への参画

を図ります。 
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１ 高齢者を取り巻く状況 

第１節 本市における高齢化の動向 

（１）人口及び高齢者の動態 

①総人口と区分別人口 

総人口は，本計画期間中は増加傾向にあり，令和８年（2026年）には約 210,000人，

その後減少に転じ，令和 22年（2040年）には約 203,400人となる見込みです。 

 

図表-1 総人口と区分別人口の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）住民基本台帳，（第 9 期・中長期推計）「八千代市人口ビジョン」（年度の中央値補正） 

なお，区分別人口割合では，近年の人口増加に伴い，将来的な人口構成も変化すること

が予測され，本計画期間中においては老年人口割合は横ばい，生産年齢人口割合は微増，

年少人口割合は減少する見込みです。 

図表-2 区分別人口の構成割合の推移（%） 

区分 

第 7 期 第 8 期 第 9 期 中長期推計 

平成 

30年 

令和 

元年 

令和 

2年 

令和 

3年 

令和 

4年 

令和 

5年 

令和 

6年 

令和 

7年 

令和 

8年 

令和 

12年 

令和 

22年 

老年人口 24.9 25.0 25.0 25.0 24.9 24.9 24.9 24.9 25.0 26.1 32.4 

生産年齢人口 61.8 62.0 62.1 62.3 62.6 62.8 62.6 62.6 62.5 61.5 55.8 

年少人口 13.3 13.0 12.9 12.7 12.5 12.3 12.5 12.5 12.5 12.4 11.8 

出典：（第 8 期）住民基本台帳，（第 9 期・中長期推計）「八千代市人口ビジョン」（年度の中央値補正） 

  

25,779 25,627 25,253 26,049 26,248 26,316 26,003 23,959 
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113,461 
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65,991 
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第８期 第９期 中長期推計 

グラフ更新 
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② 高齢者人口と高齢化率 

高齢者の人口は増加傾向にある中，令和５年では 51,047人，高齢化率は 24.9%とな

っており，令和８年（2026年）には約 52,400人で 25.0%，その後，団塊ジュニア世

代が高齢期に入ることで令和 22年（2040年）には約 66,000人，32.4%となる見込

みです。 

 

図表-3 前期・後期高齢者人口と高齢化率の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）住民基本台帳，（第 9 期・中長期推計）「八千代市人口ビジョン」（年度の中央値補正） 
 

前期・後期高齢者についてみると，後期高齢者の割合は令和８年（2026年）にかけて

増加を続けますが，令和 22年（2040年）にはほぼ 5割になる見込みです。 

 

図表-4 前期・後期高齢者人口の構成割合及び高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）住民基本台帳，（第 9 期・中長期推計）「八千代市人口ビジョン」（年度の中央値補正） 

  

23,369 22,176 21,178 20,342 19,727 19,545 21,129 
32,306 

27,298 28,657 29,869 31,404 32,328 32,903 33,508 

33,685 
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前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上） 高齢化率

第９期 中長期推計 第８期 
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③ 被保険者数の推移 

被保険者数の内訳は，令和５年では第 1号被保険者（65歳以上）が 51,047人，第 2

号被保険者（40～64歳）が 73,327人となっています。本計画期間以降も第 1号被保険

者は徐々に増加を続け，令和 22年（2040年）には約 66,000人となる見込みです。 

 

図表-5 被保険者数の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
 

第１号被保険者と第２号被保険者の割合をみると，第 8 期～第 9 期を通じて横ばいで

すが，令和 12年（2030年）になると，第１号被保険者が増加，第２号被保険者が減少

し，さらに令和 22 年（2040 年）には第１号被保険者が 50.8%，第２号被保険者が

49.2％と，両者の割合が逆転する見込みです。 

 

図表-6 第 1号・第２号被保険者数の構成割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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（２）高齢者世帯の状況 

高齢者のいる世帯は増加を続けており全体の 38.2%を占めています。これに伴い，ひ

とり暮らしの高齢者世帯や高齢夫婦世帯も急速に増加しています。 

 

図表-7 高齢者世帯状況の推移 

区分 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

総世帯 74,765       78,280       85,032       

 高齢者のいる世帯 25,161 （33.7%） 30,165 （38.5%） 32,449 （38.2%） 

  ひとり暮らし世帯 5,584  （7.5%） 7,848 （10.6%） 9,580 （11.3%） 

  高齢夫婦世帯 6,906  （9.2%） 8,813 （11.3%） 9,533 （11.2%） 

出典：国勢調査（各年 10 月 1 日時点） 
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第２節 要介護・要支援認定者の状況 

（１）要支援・要介護認定者と認定率推移 

要支援・要介護認定者数は高齢者人口の増加とともに増加傾向にあり，令和８年（2026

年）には 10,033人，令和 22年（2040年）には約 12,700人となる見込みです。 

特に後期高齢者の認定者数は，令和８年（2026年）には 9,097人，令和 22年（2040

年）には約 11,300人となる見込みです。 

 

図表-8 要支援・要介護認定者数と認定率の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）介護保険事業報告（各年 9 月末現在），（第 9 期・中長期推計）地域包括ケア「見える化」システム 

 

要支援・要介護認定者に占める後期高齢者の割合は，令和 12年（2030年）まで増加

が続く見込みです。 

 

図表-9 1号被保険者の要支援・要介護認定者に占める前期・後期高齢者割合の推移（人，％） 

区分 

第 7 期 第 8 期 第 9 期 推計 

平成 

30年 

令和 

元年 

令和 

2年 

令和 

3年 

令和 

4年 

令和 

5年 

令和 

6年 

令和 

7年 

平成 

8年 

令和 

12年 

令和 

22年 

認定者数 7,682 8,067 8,432 8,865 9,190 9,250 9,234 9,497 9,828 11,094 12,482 

 前期高齢者割合 13.4 12.1 11.3 11.1 10.3 9.3 8.5 7.9 7.4 6.7 9.3 

 
後期高齢者割合 86.6 87.9 88.7 88.9 89.7 90.7 91.5 92.1 92.6 93.3 90.7 

出典：（第 7・8 期）介護保険事業報告（各年 9 月末現在），（第 9 期・中長期推計）地域包括ケア「見える化」システム  

第８期 第９期 中長期推計 

 

 

グラフ更新 
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（２）要支援・要介護認定者及び給付費の推移 

認定者数は一貫して増加傾向にあり，令和 5年（2023年）は合計 9,446人，うち要

介護１が全体の 21.1%（1,989 人）で 1 番多くを占めています。第 9 期以降も合計は

増加傾向にあり，令和 12 年（2030 年）には約 11,300 人，令和 22 年（2040 年）

には約 12,700人となっています。要支援と比較すると，要介護の増加が目立ちます。 

 

図表-10 要支援・要介護度別認定者数の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）介護保険事業報告（各年 9 月末現在），（第 9 期・中長期推計）地域包括ケア「見える化」システム 

 

サービス別給付費も，要介護認定者数の増加とともに増加傾向が続く見込みです。 

 

図表-11 サービス別給付費の推移（百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：（第 8 期）介護保険事業報告（各年 9 月末現在），（第 9 期・中長期推計）地域包括ケア「見える化」システム  
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第３節 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果の概要 

（１）調査の概要 

本調査は，八千代市内の高齢者等の生活状況や保健福祉・介護保険に関しての意見・要

望を把握し，今後の高齢者保健福祉行政のより一層の計画的かつ効果的な推進と新しい介

護保険事業計画策定のために実施したものです。 
 

■ アンケート調査の概要 

区分 調査対象 対象者数 有効回収数 有効回収率 

①高齢者一般 
八千代市内に在住の 65歳以上の方

から無作為抽出 
3,000人 1,732 57.7％ 

②在宅要支援・要介護

認定者 

八千代市内に在住の，在宅で要支

援・要介護認定を受けている方から

無作為抽出 

2,000人 999 49.9％ 

③若年者 
八千代市内に在住の 40 歳以上 65

歳未満の方から無作為抽出 
2,000人 759 37.9％ 

④介護保険サービス

提供事業者 

八千代市内で介護保険サービス事

業所を運営している法人 
- 43 - 

 

（２）調査の活用 

各調査結果は，次のとおりの集計・分析等を行い，計画策定の基礎資料とします。 
 

区分 
経年

比較 

単純

集計 

クロス

集計 
その他 

①高齢者一般 〇 〇 〇 
・地域包括ケア「見

える化」システム 

・機能リスク判定 

・老研式活動能力指標 

②在宅要支援・要介護

認定者 
〇 〇 〇 - 

・機能リスク判定 

・老研式活動能力指標 

③若年者 〇 〇 〇 - - 

④介護保険サービス

提供事業者 
〇 〇 〇 - - 

⑤介護支援専門員実

態調査 
 〇 〇 - - 
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（３）アンケート結果から見る本市の状況 

① 家族や生活状況について 

介護・介助の状況については，【高齢者一般】では「介護・介助は必要ない」が最も多

くなっていますが，【在宅要支援認定者】と【在宅要介護認定者】では「現在，何らかの

介護を受けている」が最も多くなっています。 

 

図表-12 介護・介助の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「介護・介助は必要ない」以外を回答した人に対し，介護・介助が必要になった主な原

因について聞いたところ，【高齢者一般】【在宅要支援認定者】【在宅要介護認定者】の

いずれも「高齢による衰弱」が最も多くなっています。 

 

図表-13 介護・介助が必要になった主な原因                         （単位：%） 
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＜在宅要支援・要介護者＞ 

「現在，何らかの介護を受けている」と回答した人に対し，主な介護・介助者が行って

いる介護等について聞いたところ，在宅要支援者と在宅要介護者ともに「掃除・洗濯・買

物等」が最も多く，次いで「外出の付き添い，送迎等」となっています。 

さらに，在宅要介護者では「食事の準備（調理等）」，「ごみ出し」，「医療面での対応」

など，上位７項目で過半数を占めており，多くのことを主な介護・介助者が担っているこ

とがわかります。 

 

図表-14 主な介護・介助者が行っている介護等 

（単位：%） 
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＜高齢者一般＞ 

「介護・介助していない」以外を回答した人に対し，介護・介助を行う上で困っている

ことについて聞いたところ，高齢者一般・若年者ともに「精神的に疲れる」が最も多く，

次いで「肉体的に疲れる」となっています。 

 

図表-15 介護・介助を行う上で困っていること 
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② 転倒への不安について 

最近１年間の転倒経験については，【高齢者一般】，【在宅要支援認定者】，【在宅要

介護認定者】のいずれでも「ない」が最も多くなっています。 

しかし，「何度もある」と「ある」を合わせた『ある』層は，【高齢者一般】では 30.0%

となっているのに対し，【在宅要支援認定者】では 52.3%，【在宅要介護認定者】では

64.3%と，要介護度が上がるにつれて多くなっています。 

 

図表-16 最近１年間の転倒経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒への不安について，「とても不安である」と「やや不安である」を合わせた『不安

である』層は，【高齢者一般】（49.9％）は約半数である一方，【在宅要支援認定者】

（87.3%）と【在宅要介護認定者】（89.3%）では８割台後半となっています。特に，

【在宅要介護認定者】では「とても不安である」が約 6割と多くなっています。 

 

図表-17 転倒への不安 
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③ 毎日の生活について 

健康についての記事や番組への関心の有無については，【高齢者一般】，【在宅要支援

認定者】，【在宅要介護認定者】のいずれでも「はい」の方が多くなっています。 

しかし，【高齢者一般】と【在宅要支援認定者】では「はい」が９割前後となっている

のに対し，【在宅要介護認定者】では約６割となっています。 

 

図表-18 健康についての記事や番組への関心の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防への取り組みの状況については，【高齢者一般】，【在宅要支援認定者】，【在

宅要介護認定者】のいずれでも「はい」の方が多くなっています。 

 

図表-19 介護予防への取り組みの状況 
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趣味については，【高齢者一般】と【在宅要支援認定者】では「趣味あり」の方が多く

なっていますが，【在宅要介護認定者】では「思いつかない」の方が多くなっています。 

また，「趣味あり」は【高齢者一般】では 73.4%，【在宅要支援認定者】では 58.2%，

【在宅要介護認定者】では 34.7%となっており，要介護度が上がるにつれて減少してい

ます。 

 

図表-20 趣味 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生きがいについては，【高齢者一般】【在宅要支援認定者】では「知人との交流」，【在

宅要介護認定者】では「思いつかない」が最も多くなっています。 

 

図表-21 生きがい 

（単位：%） 
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④ たすけあいについて 

家族や友人・知人以外の相談相手については，【高齢者一般】では「医師・歯科医師・

看護師」が，【在宅要支援認定者】と【在宅要介護認定者】では「ケアマネジャー」が最

も多くなっています。  

一方，「そのような人はいない」は，【高齢者一般】では 43.2％，【在宅要支援認定

者】では 20.7％，【在宅要介護認定者】では 21.3％となっています。 

 
図表-22 相談相手 

（単位：%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活が不自由になった場合の手助けの希望について，①～④すべての項目において，

【高齢者一般】と【若年者】のいずれも「家族・親戚」が最も多く，次いで，①安否確認・

②家事・③付添いは「介護保険によるサービス」，④避難支援は「近隣住民や自治会」と

なっています。 

 
図表-23 手助けの希望・状況等 

（単位：%） 
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⑤ かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師を決めているかについて 

＜高齢者一般＞ 

【高齢者一般】のかかりつけの医師・歯科医師・薬剤師を決めているかについては，す

べての項目で「決めている（近所の診療所）」が最も多くなっています。 

 

図表-24 かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師の状況 

（単位：%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 認知症の症状の有無について 

認知症の症状のある人については，【高齢者一般】，【在宅要支援認定者】，【在宅要

介護認定者】，【若年者】のいずれも「いいえ」の方が多くなっています。 

しかし，「はい」は【高齢者一般】では 8.9%，【在宅要支援認定者】では 15.1%，

【在宅要介護認定者】では 34.5%となっており，要介護度が上がるにつれて増加してい

ます。 

 

図表-25 認知症の症状のある人 
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認知症の人への手助けについて，【高齢者一般】，【在宅要支援者】，【若年者】では

「安否確認の声かけ」が最も多く，【在宅要介護者】では「わからない」が最も多くなっ

ています。 

 

図表-26 認知症の人への手助け 

（単位：%） 
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⑦ 成年後見制度の認知度について 

成年後見制度の認知度について，「名前も内容も知っている」は【高齢者一般】では

22.2％，【在宅要支援者】では 17.5％，【在宅要介護者】では 12.2％，【若年者】で

は 25.7％となっています。 

また，「名前は知っているが内容は知らない」を含めた『知っている』との回答は，い

ずれも過半数を占めています。 

 

図表-27 成年後見制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 人生会議をしたことの有無について 

人生会議※をしたことの有無について，いずれも「いいえ」が過半数を占めています。 

「はい」は【在宅要支援者】と【在宅要介護者】では約３割で，【高齢者一般】と【若

年者】より多くなっています。 

※人生会議＝人生最期の過ごし方や過ごす場所，受けたい医療や介護について，家族や主治医， 

ケアスタッフと話し合い決めること。少なくとも，家族と話し合っていれば，「はい」とする。 

 

図表-28 人生会議をしたことの有無 
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⑨ 高齢者福祉の充実について 

市の高齢者福祉サービスの充実については，【高齢者一般】では約 7割，【在宅要支援

者】と【在宅要介護者】では約 6割が「どちらともいえない」と回答し，最も多くなって

います。 

【高齢者一般】から【在宅要介護者】にかけては「はい」が多くなっており，【在宅要

支援者】と【在宅要介護者】では「はい」が「いいえ」より多くなっています 

 

図表-29 市の高齢者福祉サービスの充実 
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知っている高齢者福祉サービス等については，無回答を除くと，【高齢者一般】では「障

害者等タクシー利用助成」と「高齢者運転免許証自主返納支援」，【在宅要支援認定者】

と【在宅要介護認定者】では「介護用品購入費助成」と「障害者等タクシー利用助成」が

上位２項目となっています。 

 

図表-30 知っている高齢者福祉サービス等 

（単位：%） 
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力を入れてほしい施策については，高齢者一般，在宅要支援者，在宅要介護者では「在

宅生活を支援する制度の充実」，若年者では「定年後の雇用拡充」が最も多くなっていま

す。 

２位～５位は次のようになっており，高齢者一般，在宅要支援者，在宅要介護者では「緊

急時の連絡体制，非常時の避難・誘導支援の充実」が共通して上位に挙げられています。 

 

【高齢者一般】…「認知症の方や家族の支援」，「緊急時の連絡体制，非常時の避難・誘

導支援の充実」，「地域交通の整備」，「声かけや安否確認など，地域で高齢者を見

守る体制づくり」 

【在宅要支援者】…「リハビリに関する事業」，「地域交通の整備」，「声かけや安否確

認など，地域で高齢者を見守る体制づくり」，「緊急時の連絡体制，非常時の避難・

誘導支援の充実」 

【在宅要介護者】…「認知症の方や家族の支援」，「リハビリに関する事業」，「緊急時

の連絡体制，非常時の避難・誘導支援の充実」，「老人福祉センター等施設の整備

と充実」 

【若年者】…「在宅生活を支援する制度の充実」，「認知症の方や家族の支援」，「高齢

者向け住宅制度」，「地域交通の整備」」 

 

図表-31 力を入れてほしい施策 

（単位：%） 
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⑩ 介護保険制度・相談体制の認知度について 

介護保険制度の認知度について，「よく知っている」と「ある程度知っている」を合わ

せた『知っている』層が【高齢者一般】では 30.9%となっていますが，【在宅要支援者】

（44.5%）と【在宅要介護者】（45.6%）では４割台後半となっています。 

 

図表-32 介護保険制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括支援センターの認知度について，【高齢者一般】では「知っており，利用した

ことがある」と「知っているが，利用したことはない」を合わせた『知っている』層が約

５割となっていますが，【在宅要支援者】では 77.6%，【在宅要介護者】では 70.4%と

7割を超えています。 

 

図表-33 地域包括支援センターの認知度 
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⑪ サービスの利用状況・今後の利用意向について 

＜在宅要支援認定者＞ 

【在宅要支援認定者】の介護保険サービス以外の支援・サービスの利用状況等について

は，無回答を除くと，現状（利用している①）は「利用していない」が最も多くなってい

ますが，今後（必要と感じる②）では，「移送サービス（介護・福祉タクシーなど）」が

35.0%で最も多く，次いで「食品，生活用品の配達」が 24.1％となっています。 

 

図表-34 介護保険サービス以外の支援・サービスの利用状況等 

（単位：%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅要介護認定者＞ 

【在宅要介護認定者】の介護保険サービス以外の支援・サービスの利用状況等について

は，無回答を除くと，現状（利用している①）は「利用していない」が最も多くなってい

ますが，今後（必要と感じる②）では，「移送サービス（介護・福祉タクシーなど）」が

36.9%で最も多く，次いで「外出同行（通院・買物など）」が 21.8％となっています。 

 

図表-35 介護保険サービス以外の支援・サービスの利用状況等 

（単位：%） 
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１ 基本理念・基本方針 

基本理念 

本計画では，引き続き，前期計画で掲げた基本理念を継承し，高齢者がこれまで住み慣

れた地域の中で培ったつながりを保ちながら，生涯にわたり自分らしく，生き生きと，自

立した暮らしを続けられるとともに，介護が必要となった場合にも安心して生活が送れる

まちづくりを目指します。 

 

【基本理念】 

高齢者が生涯にわたり健やかで 

安心した生活を営むことができるまちづくり 

 

 

 

基本方針 

八千代市では，地域包括ケアシステムの構築に向けて，介護保険制度に基づく各種取り

組みを進めてきましたが，今後高齢化が一層進展し，現役世代が減少していく中，支え手・

受け手という従来の関係を超えて，市民や地域の関係団体が参画し，人と人，人と社会が

つながり，市民ひとり一人が生きがいや役割を持ち，助け合いながら暮らしていくことの

できる，地域共生社会の実現が求められています。 

本計画においては，引き続き地域医療や高齢者の自主活動等のまちの強みを活かしつつ，

地域の相談支援体制の強化と関係機関との連携した包括的な支援の強化を図る取り組み

等，これまで取り組んできた高齢者福祉施策や介護保険事業等を進める中で，八千代市ら

しい地域包括ケアシステムの深化・推進に取り組み，地域共生社会の実現を目指します。 
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１．みんなで支えあう基盤づくり 

高齢者が生涯を通じて，地域で安心して暮らし続けるために，地域包括支援センタ

ーの機能強化や地域ケア会議の推進をはじめ，関係機関・団体等との連携強化を図り

ます。また，高齢者の地域生活を支えるために，介護と医療の連携強化を図ります。 

 

２．心身の健康づくり 

高齢者が健康で自立した生活を送ることができるように，自主的・積極的な介護予

防・健康づくりを促進します。また，心の豊かさや生きがいを持った暮らしにつなが

るように，高齢者の仲間づくりや社会参加の機会・場の充実を図ります。 

 

3．誰もが安心して暮らせるまちづくり 

高齢者の人権を尊重し，虐待防止や権利擁護を推進します。特に，認知症高齢者に

対しては，地域とともに見守れる仕組み・体制づくりに努めます。また，高齢者に配

慮したまちづくりや多様な住まいの確保に努めます。 

 

４．介護保険サービス，多様な支援の充実 

支援が必要な高齢者が必要な介護保険サービスや高齢者福祉サービス等の情報を受け

られ，相談のできる体制づくりに努めます。また，地域資源・人材を活用した取り組み

を進めます。 
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２ 基本目標と施策体系 
 

本計画では，基本理念の実現に取り組むため，第８期計画の目標を継承しつつ，介護保

険制度改正に適切に対応するため，以下の 5つの基本目標及び施策の体系を掲げます。 

 

基本目標１ 健康・生きがいづくりの充実 

高齢者が，健康的な暮らしを続けていけるように，自らの心身の状態に関心を向け，

生活習慣病予防への取り組み，生きがいづくりの支援や社会参加の促進を行い，高齢者

が生涯にわたり生活を楽しむことができるような社会の構築を進めます。 

   

  
施策１ 疾病の早期発見・早期治療及び健康的な生活習慣の取組 

  

   

  
施策２ 地域で活躍できる場の提供 

  

 

基本目標２ 安心・快適な生活環境づくりの推進 

地域包括ケア体制の重要な構成要素である高齢者が安心して暮らせる住まいの確保

や在宅福祉サービス，高齢者の緊急時の対応，災害時の対応，感染症対策について推進

していき，地域とともに高齢者を見守り，支える体制の確立を図ります。 

   

  
施策１ 高齢者が安心して暮らせる住環境の形成 

  

   

  
施策２ 在宅福祉サービスの実施 

  

   

  
施策３ 発見・見守り機能の強化 

  

   

  
施策４ 高齢者の緊急時の対応 

  

   

  
施策５ 高齢者の災害時における対応 

  

   

  
施策６ 高齢者の感染症等の対策 
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基本目標３ 介護予防の推進 

高齢者が健康を保ち，そのひとに応じた自立した生活を可能な限り継続するために，

介護予防への取り組みの重要性を市民に広く周知し，より効果的な介護予防の方法の普

及や場所の提供を行うことで，健康寿命の延伸を図ります。 

  
  

施策１ 介護予防の普及・啓発   
   
  

施策２ 高齢者の通い・集いの場に対する活動支援   
   
  

施策 3 自立支援・重度化防止の取組   

 

基本目標４ 認知症施策の推進 

認知症施策推進大綱や認知症基本法の理念に則り，認知症になっても本人の意思が尊

重され，できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし続けられるための地域づくり及

び支援体制の推進を図ります。 

  
  

施策１ 正しい知識の普及   
   
  

施策２ 相談体制の充実   
   
  

施策 3 権利擁護体制の充実   

 

基本目標５ 地域で支え合う体制の構築 

高齢者が要介護状態または要支援状態となることを予防し，社会参加しつつ，地域に

おいて自立した日常生活を営むことができるよう，地域における包括的な相談支援体

制，多様な主体の参画による日常生活の支援体制，在宅医療と介護の連携体制の構築等

を一体的に行います。 

  
  

施策１ 地域の相談支援体制の強化   
   
  

施策２ 在宅医療と介護の連携推進   
   
  

施策 3 生活支援・介護予防サービス基盤の整備   
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３ 日常生活圏域の設定 

介護保険法による「日常生活圏域」は，地理的条件，人口，交通事情，その他の社会的

条件，介護給付等対象サービス提供施設の整備状況等の条件を総合的に勘案して定めるこ

ととされています。 

本市においては，人口規模や地域の歴史性，同一性，介護保険サービスを提供するため

の施設の整備状況などを総合的に勘案し，地域コミュニティを推進するため，7つの日常

生活圏域が定められております。本計画の上位計画である八千代市地域福祉計画において

も，同様の区分を地域の課題に取り組む生活圏域としています。 

第 9 期計画においても，前期計画からの継続性にも配慮し，引き続き 7 つの日常生活

圏域を設定します。 
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■ 日常生活圏域の地区割 

日常生活圏域 地  区 

阿蘇地域 
米本，神野，保品，下高野，米本団地，堀の内，上高野の一

部（阿蘇米本学園の学区内にある上高野） 

村上地域 
村上，村上南，下市場，村上団地，勝田台北，上高野の一部

（村上東中学校の学区内にある上高野） 

睦地域 
桑納，麦丸，桑橋，吉橋，尾崎，島田，神久保，小池，真木

野，佐山，平戸，島田台，大学町 

大和田地域 
大和田，萱田，萱田町，ゆりのき台，大和田新田の一部（萱

田中学校，大和田中学校の学区内にある大和田新田） 

高津・緑が丘地域 
高津，高津東，緑が丘，緑が丘西，高津団地，大和田新田の

一部（高津中学校，東高津中学校の学区内にある大和田新田） 

八千代台地域 八千代台東，八千代台南，八千代台西，八千代台北 

勝田台地域 勝田台，勝田，勝田台南 

 

■ 日常生活圏域の高齢者等の状況 

日常生活圏域 人口 高齢者人口 高齢化率 

阿蘇地域 9,531人  3,525人  37.0% 

村上地域 34,068 人  8,471人  24.9% 

睦地域 7,310人  2,192人  30.0% 

大和田地域 50,547人  10,467人  20.7% 

高津・緑が丘地域 52,887人  11,356人  21.5% 

八千代台地域 34,888 人  9,728人  27.9% 

勝田台地域 16,169 人  5,308人  32.8% 

全体 205,400 人 51,047 人 24.9% 

※ 令和 5年 9月末時点 

※ 高齢化率＝高齢者人口÷人口×100 
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基本目標１ 健康・生きがいづくりの充実 

施策１ 疾病の早期発見・早期治療及び健康的な生活習慣の
取組 

健康でいきいきとした生活を送るためには，自らの心身の状態に関心を向け，健康状態

の把握や健康的な生活習慣を送ることが大切です。  

また，検診・健診を受診し，生活習慣病（がん，循環器疾患，糖尿病等）の兆候を早期

に捉え対応することで重症化を防ぐことや，検診・健診を契機に，自らの健康状態を客観

的に把握し生活習慣を見直すことも重要です。  

そのため，健康診査・がん検診等を医療機関など関係機関と連携しながら実施し，疾病

の早期発見，早期治療及び健康的な生活習慣の取り組みを推進します。 

 

① 健康診査・保健指導の実施 

〔健康づくり課〕 

事業の概要 

生活習慣病の早期発見やメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の改善を目

的に，40 歳から 74 歳までの国民健康保険被保険者を対象とした特定健康診査と千

葉県後期高齢者医療広域連合の被保険者及び40歳以上の生活保護受給者を対象とし

た健康診査を実施します。 

また，特定健康診査の結果から健康状態を総合的に判断し，生活習慣を改善するた

めの特定保健指導を実施します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値（実績には法定報告値を記載しています。） 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

特定健康診査受診率（％） 31.1  29.6  31  32  33  34  

特定保健指導実施率（％） 14.5  26.0 20.5  21.0  21.5  22.0  

※令和 5年度は見込み値。法定報告値は，翌年の令和 6年 11月頃に確定します。 

 

  



第４章 施策の展開 

基本目標１ 健康・生きがいづくりの充実 

47 

 

② がん検診等の実施 

〔健康づくり課〕 

事業の概要 

がんの早期発見を目的に，性別・年齢に応じて，胸部レントゲン検診（結核・肺が

ん）・胃がん検診・大腸がん検診・乳がん検診・子宮頸がん検診・前立腺がん検診を実

施します。また，骨折から寝たきりとなることを予防するための骨粗しょう症検診や，

肝がん対策の一環として，肝炎ウイルス検査を実施します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

③ 歯科健康診査の実施 

〔健康づくり課〕 

事業の概要 

歯の喪失を予防し，生涯を通じて自分の歯を保有し，食べる楽しみを享受できるよ

う，４０歳以上を対象に歯科健康診査を実施します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 
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施策２ 地域で活躍できる場の提供 

高齢者の閉じこもりや孤立を予防するための仲間づくり支援としての機会及び気軽に

通え，集える場を提供するとともに，高齢者が豊富な知識，経験等を活かして，地域社会

の支え手として活躍できる場を提供します。 

 

① シルバー人材センターの支援 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

就業を通じた高年齢者の生きがいの充実と社会参加の促進のため高年齢者が会員

となって組織する団体であるシルバー人材センターに，会員がそれぞれの得意分野で

活躍し，働く機会を得ることができるよう支援します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

年度末会員数（人） 568 516 520 530 540 550 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② ふれあい大学校の実施 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

市内在住の高齢者が健康と福祉に関する知識を身につけられる場を提供するとと

もに，受講者相互の親睦と交流を図ります。 

 

今後の取り組み 

学習内容において福祉，健康等に関する科目を充実させるとともに，受講者相互の

親睦と交流をより図ることで，生きがいづくりの支援や社会参加を促進します。 

 

  



第４章 施策の展開 

基本目標１ 健康・生きがいづくりの充実 

49 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

応募状況（人） 108 43 64 100 100 100 

卒業人数（人） 66 36 64 100 100 100 

実施日数（日） 19 21 21 21 21 21 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 老人クラブへの支援 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

地域の高齢者が交流を深め，有意義な生活を送るために自主的に組織した団体であ

る老人クラブと，団体を取りまとめる長寿会連合会の活動を支援します。 

 

今後の取り組み 

高齢者の社会参加の場として老人クラブの活動支援に努めます。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

年度末会員数（人） 2,451 2,319 2,223 2,250 2,275 2,300 

単位老人クラブ数（クラブ） 46 43 42 42 42 42 

補助金額合計（千円） 3,547 3,371 3,417 3,500 3,600 3,700 

※令和 5年度は見込み値。 

 

  



第４章 施策の展開 

基本目標２ 安心・快適な生活環境づくりの推進 

50 

基本目標２ 安心・快適な生活環境づくりの推進 

施策１ 高齢者が安心して暮らせる住環境の形成 

高齢者がその人らしく自立した生活が送れるよう，住み慣れた地域で状況に適した住居

に住み続けていくための住環境の形成に努めていきます。 

 

① 高齢者のための住宅支援 
〔長寿支援課・建築指導課〕 

事業の概要 

高齢者が住み慣れた地域で住み続けることができるよう，千葉県や民間事業者等と連

携しながら，サービス付き高齢者向け住宅等，状況に適した住宅の供給を推進します。 
 

【市内の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者住宅】 

・有料老人ホーム（介護付） 4施設 248床（令和 5年 9月末現在） 

・有料老人ホーム（住宅型） 15施設 499床（令和 5年 9月末現在） 

・サービス付き高齢者住宅 19棟 718戸（令和 5年 9月末現在） 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を継続します。 

 

② 快適に地域に住み続けるための住宅支援 
〔長寿支援課・建築指導課〕 

事業の概要 

高齢者が身体状況に合わせて，日常生活を不自由なく営むことができるよう，バリ

アフリー化のための住宅改修を支援します。また，住宅の確保に配慮が必要な方に，

市営住宅を供給する等，住宅セーフティネットの構築を関係部署や関係団体と連携し

て推進します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を継続します。  
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施策２ 在宅福祉サービスの実施 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯等が，できる限り住み慣れた地域で自立した生活

を継続できるよう，介護保険サービスでは賄えないさまざまな在宅福祉サービスを実施し

ます。 

 

① 配食サービス 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

日常生活に支障のある高齢者の食生活の改善及び健康の保持を図るとともに，安否

確認を行います。 
 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 
 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

助成件数 55,686 51,949 48,852 48,852 48,852 48,852 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② ひとり暮らし老人緊急通報システムの設置 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

緊急時，簡単な操作で電話回線を通じて外部に通報できる機器と，一定時間で状態

変化がない場合に，異常を感知し自動通報する機器を設置します。 
 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 
 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

新設（人） 223 226 221 228 228 228 

取外し（人） 121 157 160 132 132 132 

年度末実人数（人） 957 1,026 1,087 1,183 1,279 1,375 

※令和 5年度は見込み値。  



第４章 施策の展開 

基本目標２ 安心・快適な生活環境づくりの推進 

52 

 

③ 高齢者日常生活用具の給付・貸与 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

前年度の所得税が非課税であるひとり暮らし高齢者を対象に，火災警報器，電磁調

理器，自動消火器の給付及び老人福祉電話の貸与を実施します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

火災警報器，電磁調理器，自動消火器

の給付件数（件） 
8 7 6 7 7 7 

福祉電話取付け件数(件) 0 2 2 2 2 2 

※令和 5年度は見込み値。 

 

④ ねたきり老人福祉手当の支給 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

自宅において６か月以上ねたきり状態にある高齢者に月額 2,500 円の手当を支給

します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

支給人数（人） 19 22 26 31 37 44 

支給延べ月数（月） 141 185 232 297 381 488 

※令和 5年度は見込み値。 
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⑤ 介護用品購入費の助成 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

自宅の寝たきり高齢者及び６か月以上重度の認知症の状態にある高齢者に対し，紙

おむつ等の介護用品購入費の一部を助成します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

助成件数 1,635 1,851 1,933 2,107 2,297 2,504 

※令和 5年度は見込み値。 

 

⑥ 在宅重度認知症高齢者手当の支給 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

自宅において６か月以上重度の認知症の状態にある高齢者に月額 6.500 円の手当

を支給します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

支給人数（人） 9 11 14 18 23 29 

支給延べ月数（月） 77 93 111 134 161 194 

※令和 5年度は見込み値。 
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⑦ はいかい高齢者家族支援サービス 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

はいかいする高齢者の早期発見・保護を目的とした，位置情報端末（ＧＰＳ端末）

の利用料の一部を助成します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

支給人数（人） 11 14 9 10 10 10 

支給延べ件数（月） 153 95 81 90 90 90 

※令和 5年度は見込み値。 

 

⑧ SOSネットワーク 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症等により道に迷って帰宅できない高齢者の生命の安全を確保するために，警

察から依頼を受けて防災無線による呼びかけ，情報メールの配信を行い，早期発見・

保護を図ります。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

防災無線・情報メールによる呼びかけ件数 21 15 17 18 19 19 

※令和 5年度は見込み値。 
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⑨ 障害者等タクシー利用助成 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

一定の要介護状態の高齢者に対し，タクシー利用料金の一部を助成することで，外

出を支援します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

交付者数（人） 445 459 550 570 590 610 

交付冊数（冊） 473 485 560 570 590 610 

利用枚数（数） 5,192 5,511 5,834 6,382 6,672 6,972 

※令和 5年度は見込み値。 

 

⑩ 高齢者外出支援 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

鉄道やバスを利用することが困難な状況等の高齢者に対し，タクシー利用料金の一

部を助成することで，外出を支援します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

交付者数（人） 434 428 535 585 635 685 

交付冊数（冊） 434 428 535 585 635 685 

利用枚数（数） 7,034 8,084 9,141 10,944 11,944 12,944 

※令和 5年度は見込み値。 
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⑪ 運転免許証自主返納支援 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

運転免許証を自主返納した高齢者に，タクシー利用料金の一部を助成します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

交付者数（人） 557 596 515 565 615 665 

交付冊数（冊） 557 596 515 565 615 665 

利用枚数（枚） 6,008 6,387 6,070 8,076 8,576 9,076 

※令和 5年度は見込み値。 
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施策３ 発見・見守り機能の強化 

周囲の人たちが，「最近様子がおかしい」，「近頃見かけなくなった」等高齢者の異変を

発見し，市や地域包括支援センターに連絡してくれるような体制を整備します。 

 

① 民間事業者等による見守り 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

高齢者の異変を感じた際，市や地域包括支援センターに連絡してもらう民間事業者

等と協定を締結し，見守りの強化を図ります。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

協定締結事業者数 35 37 37 37 37 38 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 地域団体による見守り 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

民生委員児童委員協議会連合会，社会福祉協議会等の地域団体に，高齢者の異変を

感じた際，市や地域包括支援センターに連絡してもらえるよう働きかけ，地域団体に

よる見守りの強化を図ります。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 
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施策４ 高齢者の緊急時の対応 

環境上や経済的な理由により，在宅生活が困難になった高齢者について，円滑に高齢者

施設に保護することができるよう施策を推進します。 

 

① 高齢者緊急一時保護制度 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

災害・事故等の緊急時に際し，保護者が不在のため，在宅生活が困難な要保護高齢

者を一時的に特別養護老人ホームに保護します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

② 養護老人ホームへの措置 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

環境上の理由及び経済的理由により居宅で生活できなくなった高齢者について，養

護老人ホーム等への入所措置を実施します。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 
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施策５ 高齢者の災害時における対応 

高齢者が安心して生活を送ることができるよう，災害時に高齢者の生命を守る施策を推

進します。 

 

① 避難行動要支援者への対応 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

令和３年度に災害対策基本法が改正され，避難行動要支援者名簿に加えて，個別避

難計画の作成が努力義務化されたことにより，引き続き民生委員及び希望する自治会

に避難行動要支援者名簿を提供するとともに，個別避難計画を作成し，災害時におけ

る要支援者に対する地域での支援体制の整備を図ります。 

 

今後の取り組み 

自治会，自主防災組織，民生委員・児童委員，消防団，社会福祉協議会等の避難支

援等関係者に協力を求め，避難行動要支援者名簿と個別避難計画の整備を行っていき，

地域で支えあう体制を整備します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

外部提供同意者数（人） 512 431 調整中 調整中 調整中 調整中 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 福祉避難所の設置 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

市内社会福祉法人と協定を締結し，同法人の施設を福祉避難所として指定するとと

もに，災害発生時に一般避難所での生活が困難な要配慮者の状況を踏まえ，福祉避難

所の設置，移送等必要な体制の確保を図ります。 

 

今後の取り組み 

福祉避難所設置法人等と更なる連携を強化します。 
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実績値と計画値 

  
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

福祉避難所設置数 14 14 15 16 16 16 

※令和 5年度は見込み値。 
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施策６ 高齢者の感染症等の対策 

在宅または施設に入所している高齢者に対し，様々な災害や感染症の発生時においても，

必要な介護サービスが継続して利用できる体制を構築する施策を推進します。 

 

① 感染症への対応 

〔長寿支援課・健康づくり課〕 

事業の概要 

感染症に対する正しい知識をもち，一人ひとりが基本的な感染対策を行うことが重

要です。 

市として，感染症対策の主体である国・県の基本的対処方針等に基づき，保健所や

医療機関等の関係機関と連携し，適切な情報発信や高齢者のインフルエンザ，肺炎球

菌等の予防接種の計画的な実施等により感染症対策を図ります。 

 

今後の取り組み 

法令に基づき，関連機関との連携を図り，迅速に対応できる体制を推進します。 

 

② 業務継続計画の策定の推進 

〔長寿支援課〕 

事業の概要 

自然災害や感染症が発生した場合に介護サービスを安定的・継続的に提供できるよ

うに，介護サービス事業所において義務化された BCP（事業継続計画）策定状況等を

運営指導時等に確認するとともに，状況に応じて関係部署や関係機関と連携し，必要

な助言や援助を行います。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を継続します。 

 

 

 

 

 

 

  



第４章 施策の展開 

基本目標３ 介護予防の推進 

62 

基本目標３ 介護予防の推進 

施策１ 介護予防の普及・啓発 

要介護状態になることをできる限り防ぐことを目指し，高齢者一人ひとりが自身の健康

増進や介護予防についての意識を持ち，健康の維持・増進に向けた取り組み等を主体的に

行うことが重要です。そのために，介護予防への取り組みの重要性を介護予防講座等で市

民に広く周知し，高齢者自身が介護予防に取り組み，健康管理を行うセルフケアの推進に

より，健康寿命の延伸を図ります。 

 

① 介護予防講座等の実施 
〔福祉総合相談課・健康づくり課〕 

事業の概要 

要介護状態になることを予防するために，運動や食生活等の生活習慣の改善に関す

る知識や情報を提供します。各地域包括支援センターや健康づくり課が実施主体とな

り，地域特性を考慮しながら運動の習慣化，栄養改善，口腔機能向上，認知症予防等

を目的とする介護予防講座等を行います。 

 

今後の取り組み 

地域特性を考慮しながら，運動の習慣化，栄養改善，口腔機能向上，認知症予防等

に関する介護予防講座等を引き続き実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

地域包括支援センター主催の 

介護予防教室の実施数（回） 
81 79 90 90 90 90 

地域包括支援センター主催の 

介護予防教室への参加者のべ数（人） 
847 952 990 990 990 990 

健康づくり課主体の介護予防講座等の 

実施数（回） 
19 21 20 35 42 42 

健康づくり課主体の介護予防講座等へ

の参加者のべ数（人） 
724 791 750 1,000 1,150 1,150 

※令和 5年度は見込み値。 
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② やちよ元気体操の普及・啓発 
〔健康づくり課〕 

事業の概要 

平成 17年度に転倒予防を目的として，いつでも・どこでも・だれでもできるよう

に作成された市オリジナルのやちよ元気体操をはじめ，歌体操など気軽に行える体操

を介護予防講座等で紹介します。また，やちよ元気体操のチラシ配布やホームページ

での動画掲載等，体操の紹介を行います。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を継続します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

講座でのやちよ元気体操の紹介回数 24 102 130 140 150 160 

※令和 5年度は見込み値。 
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③ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

〔健康づくり課・福祉総合相談課・国保年金課〕 

事業の概要 

千葉県後期高齢者医療広域連合の被保険者（75 歳以上）に対する健康診査を受診

した者に対し，健診結果を基に健康状態を総合的に判断し，生活習慣病の重症化予防

及びフレイル予防を目的とした保健指導を実施します。 

 

今後の取り組み 

市は，千葉県後期高齢者医療広域連合からの委託を受け，高齢者の保健事業と介護

予防事業を一体的に実施します。 

国保データベースシステムの健康診査・医療・介護の情報を活用し，75 歳以上の

者の健康診査結果等から健康状態を総合的に判断し，個別的支援として，高齢者のフ

レイル予防や生活習慣病等の重症化予防の取り組みと，過去数年間，健康診査・医療・

介護利用のない健康状態不明者の健康状態の把握及び支援を行います。 

さらに，高齢者の通いの場等へ出向き，運動，栄養，口腔等の介護予防に関する健

康情報の提供及び，心身の多様な課題に応じた保健指導を行い，必要時，関係機関と

連携してサービス提供に努めます。 

なお，令和７年度以降は，２年間で７圏域における事業実施を予定しています。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

取組圏域数 1 1 2 3 3 4 

高
齢
者
に
対
す
る
個
別

的
支
援
（
ハ
イ
リ
ス
ク
ア

プ
ロ
ー
チ
） 

ア
プ
ロ
ー
チ 

低栄養 7 2 13 49 58 66 

重症化予防の取組 2 8 7  37 10 48 

健康状態不明者 － － － 47 81 57 

通
い
の
場
等
へ
の
積
極

的
な
関
与
等
（
ポ
ピ
ュ
レ

ー
シ
ョ
ン
ア
プ
ロ
ー
チ
） 

ア
プ
ロ
ー
チ 

やちよ元気体操グループ数 1 － 5 37 26 41 

運動を主としない活動を 

しているグループ数 
－ 2 2 3 3 4 

※令和 5年度は見込み値。 
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施策２ 高齢者の通い・集いの場に対する活動支援 

高齢者の閉じこもりや孤立を予防するための仲間づくり支援として，各種レクリエーシ

ョン活動の機会及び気軽に通え，集える場を提供します。 

 

① 介護予防サロンへの運営支援 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

身近な地域に気軽に通える場を作り，高齢者の転倒予防や低栄養状態改善等の介護

予防に関する取り組みを行いながら，地域の支え合い体制を推進する介護予防サロン

の活動支援を行います。また，市の基準を満たした介護予防サロンを運営する住民主

体の団体への助成を行います。 

 

今後の取り組み 

地域における住民主体の介護予防活動を支援するとともに，単に身体機能の改善を

目指すのではなく，「心身機能」「活動」「参加」に働きかけ，生きがいや自己実現を支

援し，住民のQOLの向上を目指します。運営者に対して年 2回介護予防に関する研

修会を行い，各団体を訪問する等，運営を支援します。また，介護予防サロン数増加

ための活動を行います。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

介護予防を目的とした介護予防 

サロン数（団体）  *1 
34 36 33 36 39 42 

※令和 5年度は見込み値。  *1  P６６②の団体と重複あり。 
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② やちよ元気体操応援隊への活動支援 
〔健康づくり課〕 

事業の概要 

高齢者の運動の継続と交流の促進による転倒等の予防を目的として，やちよ元気体

操応援隊の自主活動の支援を行います。 

 

今後の取り組み 

地域における住民主体の介護予防活動を支援するとともに，単に身体機能の改善を

目指すのではなく，「心身機能」「活動」「参加」に働きかけ，住民のQOLの向上を目

指します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

やちよ元気体操応援隊による 

体操グループ数 
92 91 91 93 95 97 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 地域リハビリテーション活動支援事業 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

地域における介護予防活動の取り組みを機能強化するために，リハビリテーション

専門職が，介護予防サロンや長寿会，支会等の住民主体の通い・集いの場に対し専門

的・技術的助言を行います。 

 

今後の取り組み 

リハビリテーション専門職が通いの場・集いの場に関わることで，高齢者の心身の

健康の維持，要介護状態となることの予防及び要介護状態の軽減又は悪化の防止を図

り，要介護状態になっても通うことのできる通いの場を地域に拡大します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

通いの場への助言団体数（団体） 2 1 7 7 8 9 

※令和 5年度は見込み値。  
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施策３ 自立支援・重度化防止への取組 

可能な限りその居宅において自立した生活を営むことができるよう，生活全般にわたる

支援を行います。また，できるだけ介護が必要な状態にならないよう，生活機能の低下を

防ぎ，自己管理できる力を身につけ，住み慣れた地域で自分らしい生活を送れるよう支援

します。 

 

① 介護予防・生活支援サービスの充実 

〔長寿支援課・福祉総合相談課〕 

事業の概要 

高齢者の自立した生活を支援するため，介護予防マネジメントに基づき，訪問系，

通所系，その他の生活サービスを提供します。 

 

今後の取り組み 

従前の介護予防訪問・通所介護相当サービスを継続して提供するとともに，地域の

実情に応じた多様なサービスとして実施している通所型短期集中予防サービスの充

実を図っていきます。また，その他の多様なサービスの創設について，引き続き検討

していきます。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

訪問型サービス利用者数（人／年） 5,628 5,381 5,524 5,600 5,650 5,700 

通所型サービス利用者数（人／年） 7,806 7,996 8,551 9,000 9,500 10,000 

通所型短期集中予防サービス 

（人／年） 
20 58 70 80 80 80 

※令和 5年度は見込み値。 
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基本目標４ 認知症施策の推進 

施策１ 正しい知識の普及 

認知症になっても本人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮ら

し続けることができる地域づくりを目指し，認知症施策推進大綱や認知症基本法の理念に

則り，共生社会の実現を推進するため，社会の理解をより一層深める取り組みを推進しま

す。 

 

① 認知症サポーターの養成事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症の人に対するさりげない見守りを促すために，多くの市民や民間事業者に認

知症サポーターになってもらい，地域の中での見守り体制の充実を図ります。 

 

今後の取り組み 

認知症についての正しい知識の普及・啓発を行い，認知症の人の理解者となる認知

症サポーターを養成します。また，認知症サポーターが地域や職域等様々な場所で活

躍できるような地域づくりを目指します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

認知症サポーター養成講座 

実施数（回） 
21 21 25 30 30 30 

認知症サポーター養成数（人） 451 436 500 600 600 600 

※令和 5年度は見込み値。 
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② 認知症ケアパスの普及 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症の基礎知識や対応，進行度に応じた適切な相談窓口，利用できるサービス等

が記載されたパンフレット「八千代市認知症安心ガイド（認知症ケアパス）」を作成

し，普及・啓発を図ります。 

 

今後の取り組み 

認知症への理解を広め，更なる「八千代市認知症安心ガイド（認知症ケアパス）」の

普及に努めます。また，認知症の本人の視点を取り入れる等，内容の更なる充実を検

討します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

八千代市認知症安心ガイド（認知症ケ

アパス）の発行部数（冊） 
3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 世界アルツハイマーデー・月間における普及・啓発 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

９月21日の世界アルツハイマーデー及び９月のアルツハイマー月間等の機会を捉

えた認知症に関する普及・啓発の取り組みを集中的に実施します。 

 

今後の取り組み 

イベント等の様々な機会で，認知症に関する普及・啓発の取り組みを実施します。 
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施策２ 相談体制の充実 

認知症の人や家族の視点を取り入れながら，認知症の人とその家族への相談支援体制の

充実や認知症ケアの向上に関する取り組みを行い，施策を推進します。 

 

① 認知症初期集中支援推進事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症初期集中支援チームを設置し，認知症が疑われる高齢者を早期診断・早期対

応へつなげています。 

 

今後の取り組み 

認知症初期集中支援チームの設置を継続します。また，認知症の人をより早期に効

果的に医療や介護サービスにつなげるために，認知症初期集中支援チーム検討委員会

において，専門職による訪問支援実績や支援方法に関する評価や改善策の協議を行い

ます。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

認知症初期集中支援チームの設置数 

（団体） 
1 1 1 1 1 1 

訪問支援者数（人） 2 4 5 8 10 12 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 本人及び家族への支援 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症の人とその家族並びに地域住民，専門職等の誰もが気軽に安心して立ち寄る

ことができる集いの場を地域に増やすことで相互交流を促し，認知症の重度化予防，

家族の負担軽減及び認知症についての知識の普及促進を図るとともに，認知症の人と

家族を地域で支える体制を推進します。 
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今後の取り組み 

認知症の人や家族が，地域の身近な集いの場に通うことができるように，地域介護

予防活動支援事業とも連携しながら，多様な設置・運営に向けて協議します。また，

認知症の人が自らの意見を情報発信できるような取り組みや本人を中心としたチー

ムオレンジの整備についても協議します。 

＊チームオレンジとは……巻末の用語一覧参照 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

認知症カフェの設置数（ヵ所） 1 1 2 3 4 5 

認知症サポーターステップアップ講座 

実施数（回） 
0 1 1 1 1 1 

認知症の方を介護する家族交流会 

実施数（回） 
2 2 2 2 2 2 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 認知症地域支援推進員の取組 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症になっても本人の意思が尊重され，できる限り住み慣れた地域の良い環境で

暮らし続けられるために，認知症の人に対して効果的な支援が行われる体制を構築す

るとともに，地域の実情に応じて，認知症ケアの向上を図るための取り組みの推進を

認知症地域支援推進員（各地域包括支援センターに配置）と図っています。 

 

今後の取り組み 

認知症の人と家族の相談支援や支援体制を構築するための取り組みを行います。さ

らに若年性認知症の人への支援が円滑に行われ，社会参加を推進できるよう，認知症

地域支援推進員が中心となり協議します。効果的な認知症予防の取り組みを目指し，

一般介護予防事業と連携し，普及・啓発を行います。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

認知症地域支援推進員配置数（人） 6 6 6 6 6 6 

※令和 5年度は見込み値。 
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④ 介護サービス事業所等の対応力向上 
〔福祉総合相談課・長寿支援課〕 

事業の概要 

早期診断・治療が図られたり，介護サービス事業所等の対応力向上のために，専門

職の認知症対応力向上研修を実施します。 

 

今後の取り組み 

医療や介護関係者に対し研修会を実施し，認知症対応力向上を推進します。また，

在宅医療・介護連携推進事業と連携し，認知症の人への支援についての理解を深める

ために，研修の機会等に努めます。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

多職種協働研修参加数（人） 63 0 70 100 100 100 
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施策３ 権利擁護体制の充実 

認知症等によって判断力が低下し，財産管理や日常生活の維持が困難な高齢者が成年後

見制度を含む権利擁護に関する制度を活用できるよう支援するとともに，制度の周知や利

用促進をすすめられる体制を整えます。 

 

① 成年後見開始の市長申立て制度の活用 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

認知症等によって判断力が低下し，生活維持が困難なひとり暮らし高齢者等で，親族

等による成年後見開始の申立てが困難な人には，市長が成年後見開始の申立を行います。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

市長申立数（件） 10 15 15 24 25 27 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 市民後見推進事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

市民後見養成講座の実施，後見人が安定的に活動するための組織の構築及び適正な

活動のための支援を行います。 

 

今後の取り組み 

引き続き，事業を実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

基礎研修実施数（回） 0 1 0 0 1 0 

実務研修実施数（回） 0 0 1 0 0 1 

フォローアップ研修実施数（回） 1 0 0 1 0 0 

※令和 5年度は見込み値。  
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③ 成年被後見人等への報酬助成 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

成年被後見人等の高齢者等で，成年後見人等への報酬の支払いが困難な場合に助成

を行います。 

 

今後の取り組み 

資産や所得の少ない方でも成年後見制度を利用できるように実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

報酬助成数（件） 16 23 30 32 33 35 

※令和 5年度は見込み値。 

 

④ 中核機関の設置 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

権利擁護に関する制度の普及・啓発を行うとともに，権利擁護を必要とする方に対

して支援者や関係機関が連携して支援していくための中核機関を設置します。 

 

今後の取り組み 

市民や支援者，関係機関への広報活動や関係者間の情報を共有する場を設け，権利

擁護に関する制度が利用しやすくなるように整備します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

中核機関の設置数（ヵ所） 0 0 0 1 1 1 

※令和 5年度は見込み値。 
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基本目標５ 地域で支え合う体制の構築 

施策１ 地域の相談支援体制の強化 

高齢者が要介護状態または要支援状態となることを予防し，社会参加しながら，地域に

おいて自立した日常生活を営むことができるよう，地域における包括的な相談，多様な主

体の参画による日常生活，在宅医療と介護の連携及び認知症高齢者への支援体制の構築等

を一体的に行う中核的機関として地域包括支援センターを運営します。 

 

① 地域包括支援センターの機能強化 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

地域で暮らす高齢者を保健，医療，福祉，介護等さまざまな面から総合的に支援す

るため，地域包括支援センターを市内６ヵ所で運営します。 

 

今後の取り組み 

市は統括機能を強化するとともに，職員向けの研修を実施する等地域の特性に応じ

た支援体制の充実を図ります。 

また，増大するニーズに対応し適切にその役割を果たすことができるよう，担当圏

域の高齢者数にあった人員を配置するとともに，支援の質が担保されるよう担当圏域

ごとの適切なセンター数について検討します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

センター数（ヵ所） 6 6 6 6 6 6 

セ
ン
タ
ー
専
門
職
数
（
人
） 

勝田台 5 4 5 5 6 6 

阿蘇・睦 6 6 6 6 7 7 

村上 5 6 6 6 7 7 

八千代台 4 4 7 7 8 8 

高津・緑が丘 7 6 7 7 8 8 

大和田 7 6 7 7 8 8 

※令和 5年度は見込み値。 
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② 総合相談事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

介護や在宅療養，福祉制度や認知症，生活支援等，高齢者に関する幅広い相談に地

域包括支援センターが応じ，適切なサービスや制度に繋ぎ，高齢者が可能な限り住み

慣れた地域で生活を続けられるよう支援します。 

 

今後の取り組み 

地域包括支援センターにおける総合相談において，医療や介護，日常生活支援，権

利擁護など高齢者を取り巻く幅広い視点に立ち，関係機関との連携を深めながら高齢

者を包括的に支援します。 

複合的な課題がある世帯，高齢者虐待など処遇困難なケース等福祉ニーズの複雑化，

複合化する事例に対応するために，センター職員相互の意思統一や事例の共有，包括

的な支援体制の構築等を目的とした業務別会議の実施，職員の質の向上のための研修

受講やセンター内における OJT を推進し，相談体制の強化を図ります。 

また，養護者に該当しない者からの虐待防止やセルフ・ネグレクト等の権利侵害の防止

について，関係部署・機関等との連携体制強化を図り，権利擁護業務として対応します。 

地域包括支援センターが，さらに身近で相談しやすい機関となるよう，パンフレッ

トの配布や広報やちよへの記事の掲載，まちづくりふれあい講座等周知活動を行いま

す。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

新規相談数（件） 4,393 4,510 5,124 5,453 5,779 6,239 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 地域ケア会議の推進 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

介護予防の効果的な推進や重度化防止等を目的として，地域ケア会議を実施してい

ます。また，そこから浮かび上がった地域課題について，必要な施策について意見交

換し，解決を図ります。 
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今後の取り組み 

介護予防・重度化防止のための地域ケア会議を，市が実施する全体会議とは別に，

各地域包括支援センターにおいて個別会議として実施します。また，処遇困難事例解

決のための地域ケア会議は，引き続き各地域包括支援センターにおいて実施します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

八千代市地域ケア会議開催数（回） 2 3 6 6 6 6 

地域ケア個別会議 

（介護予防・重症化防止）開催数（回） 
0 0 6 6 6 6 

地域ケア個別会議 

（処遇困難）開催数（回） 
11 17 18 18 18 18 

※令和 5年度は見込み値。 

 

④ 重層的支援体制の整備 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

対象者の属性を問わない相談支援，多様な参加支援，地域づくりに向けた支援を一

体的に実施することにより，高齢者を含む地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズ

に対応する包括的な支援体制を整備します。 

 

今後の取り組み 

重層的支援体制整備事業の実施に向けて，令和６年度は多機関協働事業を先行して

実施し，令和７年度には包括的相談支援事業，地域づくり事業等を実施する予定です。 
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施策２ 在宅医療と介護の連携推進 

高齢化が進展し，医療と介護の両方のニーズを必要とする高齢者が増加することが予想

される中で，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよ

う，医療・介護・保健・福祉サービス事業者等多職種による連携を推進していきます。 

 

① 市民への普及・啓発 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が，重度の要介護状態になっても住み

慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けるための在宅医療について，市民の理

解を深める周知・啓発を行います。 

 

今後の取り組み 

市民に対して，在宅療養に必要な体制や仕組み，心構えなどの周知・啓発を行います。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

エンディングノート発行部数（冊） 5,000 3,500 3,000 3,000 3,000 3,000 

人生会議ガイドブック発行部数（冊） 3,000 0 0 3,000 0 0 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 八千代市在宅医療・介護連携支援センターの運営 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

地域の医療や介護関係者や地域包括支援センターからの，在宅医療・介護連携に関

する事項の相談を受ける相談窓口として，八千代市在宅医療・介護連携支援センター

の設置運営を行います。 

 

今後の取り組み 

より相談しやすい窓口になるよう医療・介護関係者への広報活動，医療介護関係者

間の情報を共有する事業，連携に関する知識向上のための研修などを行います。 
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実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

八千代市在宅医療・介護連携支援 

センター設置数（ヵ所） 
1 1 1 1 1 1 

在宅医療・介護関係者に対する 

研修実施数（回） 
1 3 2 2 2 2 

※令和 5年度は見込み値。 

 

③ 地域の関係団体との連携及び活動支援 
〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

高齢者が疾病を抱えても，住み慣れた生活の場で療養し，自分らしい生活を続けら

れるよう，地域の医療・介護の関係機関が連携して包括的かつ継続的な在宅医療・介

護の提供を行える体制の構築を図ります。 

 

今後の取り組み 

医療介護連携に関して，必要な情報収集，整理及び活用，課題の把握，施策の企画

及び立案，並びに医療・介護関係者への周知を行います。また，更なる多職種連携推

進のために地域の関係団体の活動を支援します。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

在宅医療・介護連携推会議開催数 

（回） 
0 0 1 1 1 1 

※令和 5年度は見込み値。 
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施策３ 生活支援・介護予防サービス基盤の整備 

生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進するとともに，多様なサービス提供者と

情報共有及び連携・協働による資源発掘等の検討を行います。また，生活支援コーディネ

ーターを配置し，地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向け，検

討を進めます。 

 

① 生活支援体制整備事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

地域の高齢者の個別の生活ニーズに応える仕組みを安定的・継続的に構築するため，

生活支援の担い手を養成し，地域で高齢者の生活を支えるシステムを構築します。 

各圏域に生活支援コーディネーターを配置し，地域課題や生活課題の解決に向けた

検討を行う協議体を開催します。圏域単位に協議体を設置し，地域課題の共有や地域

特性に応じたサービスについて，定期的に協議します。市全体の協議体では，各圏域

の後方支援を行います。 

 

今後の取り組み 

市は第 1層（市全域）協議体を開催し，生活課題テーマ別に解決方針を検討します。

ニーズ調査から抽出された課題を踏まえて担い手養成講座や地域課題を解決するた

めのサービス開発や事業化を行います。 

第 2層（日常生活圏域）生活支援コーディネーターは，地域包括支援センターの相

談などから把握した高齢者のニーズと社会資源のマッチングを行います。また，第２

層協議体及び第２層担い手養成講座を実施し，地域特性に応じたサービス開発を行い

ます。 

社会資源に関する情報を見える化し，高齢者が活用しながら介護予防や社会参加に

取り組めるよう，社会資源マップを作成します。 

介護予防普及・啓発事業や認知症施策地域支援・ケア向上事業と連携し，担い手の

養成や通いの場づくりを行い，総合事業への発展を支援します。 
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実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

第１層協議体開催数（回） 1 0 1 1 1 1 

第２層協議体開催数（回） 14 6 10 14 14 14 

第 1層生活支援コーディネーター 

配置数（人） 
1 1 1 1 1 1 

第２層生活支援コーディネーター 

配置数（人） 
6 6 6 6 6 6 

※令和 5年度は見込み値。 

 

② 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

〔福祉総合相談課〕 

事業の概要 

地域の連携体制づくりや，介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上のための

支援及び個別事例に関する支援を行います。 

 

今後の取り組み 

地域の連携体制づくりや，介護支援専門員のニーズ把握のためのアンケート調査，

その結果を受けた介護支援専門員の資質向上のための研修会の実施，個別事例に対す

る支援に取り組みます。 

 

実績値と計画値 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

介護支援専門員を対象とした研修実施

数（回） 
3 2 2 3 3 3 

介護支援専門員からの相談数（件） 277 220 350 365 378 387 

※令和 5年度は見込み値。 

 

  



第４章 施策の展開 

基本目標５ 地域で支え合う体制の構築 

82 
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第５章 介護保険事業の

見込み量と介護保険料 
 

 

 

 

 

 

  

介護保険事業の 

見込み量と介護保険料 

未確定の数値につきましては，「●」で表

示している箇所がございますので，ご了承

ください。 
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・「高齢者人口の推計」は八千代市人口ビジョンに基づく 

１ 第９期介護保険事業の見通し 

第１節 サービス見込み量及び介護保険料の算出フロー 

（１）サービス見込み量及び介護保険料の算出フロー 

本計画のサービス見込み量及び介護保険料の算出に当たっては，厚生労働省より提供さ

れる『地域包括ケア「見える化」システム』を用いています。 

算出の過程においては，市の実績の推移（第８期計画期間）の伸び率を基本推計とし，

その各種値に市の実情や将来の見込み等を施策の反映として勘案しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，保険料算定の基礎となる介護保険事業費は，標準給付費と地域支援事業費に分け

られます。 

本計画では，標準給付費の内訳（介護サービス・介護予防サービス）及び地域支援事業

費を合わせた給付費総計を記載します。 

  

・介護報酬改定率や経過措置等の影響を勘案 

在宅サービスの推計 

地域支援事業費の見込み算出 

第９期保険料の算出及び確定 

実績値の整理 

要介護認定者数の推計 高齢者人口の推計 

施設・居住系サービスの推計 

サービス給付費の見込み算出 

・現状の推移及び将来の世帯状況や今後の動向等，施策の反映 

・サービス事業者の動向も考慮 
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第２節 介護保険サービス等の見込み量 

（１）介護サービス見込み量 

介護サービス給付費等の見込みは，以下のとおりとなります。 

中長期推計は，第 9期見込み等からの計算による推定値であり，本計画期間中の見込値

がないサービスは，その後の実施及び整備等について，未定となっています。 

① 居宅サービス給付費（単位：上段より給付費（千円），回数（回），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

訪問介護 

年 額 1,677,330  1,830,314  2,004,187  2,432,407  3,348,809  

回/月 44,821.5  48,954.1  53,630.1  65,061.3  89,763.4  

人/月 1,657  1,709  1,782  1,969  2,241  

訪問入浴介護 

年 額 120,217  141,515  166,242  186,581  267,799  

回/月 781.2  919.6  1,080.3  1,212.2  1,740.1  

人/月 143  150  158  171  202  

訪問看護 

年 額 681,218  797,191  925,820  1,112,478  1,489,214  

回/月 14,862.7  17,386.9  20,186.7  24,274.1  32,454.8  

人/月 1,101  1,150  1,206  1,331  1,522  

訪問リハビリテーション 

年 額 64,828  69,948  75,062  89,011  115,012  

回/月 1,709.5  1,846.2  1,980.9  2,347.2  3,034.1  

人/月 97  101  105  116  132  

居宅療養管理指導 
年 額 273,193  281,982  294,385  324,690  373,090  

人/月 1,749  1,805  1,884  2,078  2,386  

通所介護 

年 額 1,833,269  2,001,169  2,184,718  2,648,528  3,493,660  

回/月 18,609.9  20,281.8  22,116.4  26,836.4  35,187.6  

人/月 1,640  1,693  1,762  1,954  2,210  

通所リハビリテーション 

年 額 199,631  200,443  200,087  265,149  349,598  

回/月 1,794.1  1,796.9  1,794.2  2,382.4  3,116.6  

人/月 235  243  253  281  317  

短期入所生活介護 

年 額 680,448  758,756  832,381  1,047,577  1,445,670  

回/月 6,307.7  7,018.5  7,693.9  9,703.9  13,350.8  

人/月 400  424  444  489  566  

短期入所療養介護（老健） 

年 額 36,478  42,998  50,385  55,936  79,374  

回/月 252.8  300.4  350.5  389.4  550.0  

人/月 26  28  29  31  37  

短期入所療養介護（病院等） 

年 額 0  0  0  0  0  

日/年 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護

（介護医療院） 

年 額 0  0  0  0  0  

日/年 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

福祉用具貸与 
年 額 531,858  554,258  582,025  640,571  741,986  

人/月 3,019  3,142  3,289  3,639  4,164  

特定福祉用具購入費 
年 額 21,856  21,932  23,293  25,746  29,599  

人/月 62  62  66  73  83  

住宅改修費 
年 額 34,272  36,123  37,196  42,377  46,140  

人/月 34  36  37  42  46  

特定施設入居者生活介護 
年 額 909,188  933,483  971,138  1,104,439  1,270,586  

人/月 373  383  398  452  517  

小計（A） 年 額 7,063,786  7,670,112  8,346,919  9,975,490  13,050,537  

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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② 地域密着型サービス給付費（単位：上段より給付費（千円），回数（回），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護 

年 額 63,893  64,796  67,547  74,700  86,364  

人/月 34  35  36  40  46  

夜間対応型訪問介護 
年 額 0  0  0  0  0  

人/月 0  0  0  0  0  

地域密着型通所介護 

年 額 737,650  806,245  891,081  1,098,870  1,410,936  

回/月 8,360.8  9,118.0  10,064.4  12,426.3  15,806.2  

人/月 937  972  1,016  1,129  1,262  

認知症対応型通所介護 

年 額 104,131  114,910  132,400  156,056  202,236  

回/月 751.0  830.7  951.9  1,125.6  1,455.9  

人/月 72  74  79  86  97  

小規模多機能型居宅介護 
年 額 310,278  325,036  340,905  380,625  431,018  

人/月 121  126  132  147  165  

認知症対応型共同生活介護 
年 額 469,153  503,925  522,724  601,128  705,337  

人/月 150  161  167  192  225  

地域密着型特定施設入居者

生活介護 

年 額 0  0  0  0  0  

人/月 0  0  0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護 

年 額 332,293  332,293  332,293  437,266  521,469  

人/月 83  83  83  109  130  

看護小規模多機能型 

居宅介護 

年 額 159,916  164,483  168,403  189,595  217,066  

人/月 52  54  55  62  70  

複合型サービス（新設） 
年 額 0  0  0  0  0  

人/月 0  0  0  0  0  

小計（B） 年 額 2,177,314  2,311,688  2,455,353  2,938,240  3,574,426  

 

③ 施設サービス給付費（単位：上段より給付費（千円），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護老人福祉施設 
年 額 2,108,584  2,108,584  2,108,584  2,659,556  3,195,438  

人/月 690  690  690  865  1,039  

介護老人保健施設 
年 額 1,466,379  1,466,379  1,466,379  1,828,979  2,165,755  

人/月 426  426  426  533  630  

介護医療院 
年 額 16,709  16,709  16,709  20,580  29,832  

人/月 4  4  4  5  7  

介護療養型医療施設 
年 額      

人/月      

小計（C） 年 額 3,591,672  3,591,672  3,591,672  4,509,115  5,391,025  

 

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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④ 居宅介護支援給付費（単位：上段より給付費（千円），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

居宅介護支援 
年 額 815,912  844,500  877,808  971,943  1,105,404  

人/月 4,510  4,658  4,833  5,354  6,065  

小計（D） 年 額 815,912  844,500  877,808  971,943  1,105,404  

 

⑤ 介護給付費（単位：千円） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

小計（A） 

居宅サービス 
年 額 7,063,786  7,670,112  8,346,919  9,975,490  13,050,537  

小計（B） 

地域密着型サービス 
年 額 2,177,314  2,311,688  2,455,353  2,938,240  3,574,426  

小計（C） 

施設サービス 
年 額 3,591,672  3,591,672  3,591,672  4,509,115  5,391,025  

小計（D） 

居宅介護支援 
年 額 815,912  844,500  877,808  971,943  1,105,404  

小計（E） 年 額 13,648,684  14,417,972  15,271,752  18,394,788  23,121,392  

 

 

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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（２）介護予防サービス見込み量 

介護予防サービス給付費等の見込みは，以下のとおりとなります。 

中長期推計は，第 8 期見込み等からの計算による推定値であり，本計画期間中の見込値

がないサービスは，その後の実施及び整備等について，未定となっています。 

 

① 介護予防サービス給付費（単位：上段より給付費（千円），回数（回），日数（日），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護予防訪問入浴介護 

年 額 0  0  0  0  0  

回/月 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防訪問看護 

年 額 36,385  37,384  39,163  48,082  54,571  

回/月 758.3  779.0  815.5  1,001.4  1,137.5  

人/月 109  111  115  128  134  

介護予防 

訪問リハビリテーション 

年 額 2,424  2,785  3,147  3,187  3,321  

回/月 75.2  86.0  96.8  99.4  103.4  

人/月 6  6  6  7  7  

介護予防居宅療養管理指導 
年 額 10,209  10,209  10,331  11,365  11,990  

人/月 79  79  80  88  93  

介護予防 

通所リハビリテーション 

年 額 48,461  50,074  51,408  56,194  59,040  

人/月 143  148  152  166  173  

介護予防短期入所生活介護 

年 額 2,250  2,461  2,461  3,691  3,691  

日/年 25.6  28.0  28.0  42.0  42.0  

人/月 2  2  2  3  3  

介護予防短期入所療養介護

（老健） 

年 額 0  0  0  0  0  

日/年 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護

（病院等） 

年 額 0  0  0  0  0  

日/年 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防短期入所療養介護

（介護医療院） 

年 額 0  0  0  0  0  

日/年 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 
年 額 36,266  38,036  40,041  44,333  46,791  

人/月 491  515  542  600  633  

特定介護予防福祉用具 

購入費 

年 額 1,909  1,909  1,909  2,465  2,465  

人/月 7  7  7  9  9  

介護予防住宅改修 
年 額 22,839  25,120  25,120  27,614  28,861  

人/月 19  21  21  23  24  

介護予防特定施設入居者 

生活介護 

年 額 20,817  20,817  21,539  23,419  25,300  

人/月 24  24  25  27  29  

小計（F） 年 額 181,560  188,795  195,119  220,350  236,030  

 

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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② 地域密着型介護予防サービス給付費 

（単位：上段より給付費（千円），回数（回），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護予防認知症対応型 

通所介護 

年 額 0  0  0  0  0  

回/月 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

人/月 0  0  0  0  0  

介護予防小規模多機能型 

居宅介護 

年 額 1,064  1,064  1,064  1,064  1,064  

人/月 1  1  1  1  1  

介護予防認知症対応型 

共同生活介護 

年 額 0  0  0  0  0  

人/月 0  0  0  0  0  

小計（G） 年 額 1,064  1,064  1,064  1,064  1,064  

 

③ 介護予防支援給付費（単位：上段より給付費（千円），人数（人）） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護予防支援 
年 額 40,703  42,516  44,563  49,242  51,815  

人/月 696  727  762  842  886  

小計（H） 年 額 40,703  42,516  44,563  49,242  51,815  

 

④ 予防給付費（単位：千円） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

小計（F） 

介護予防サービス 
年 額 181,560  188,795  195,119  220,350  236,030  

小計（G） 

地域密着型介護予防サービス 
年 額 1,064  1,064  1,064  1,064  1,064  

小計（H） 

介護予防支援 
年 額 40,703  42,516  44,563  49,242  51,815  

小計（I） 年 額 223,327 232,375 240,746 270,656 288,909 

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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（３）標準給付費及び地域支援事業費の見込み 

本計画期間における標準給付費及び地域支援事業費の見込み額は，以下のとおりとなり

ます。 

 

① 標準給付費（単位：千円） 

  第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

総給付費 年額 13,872,011 14,650,347 15,512,498 18,665,444 23,410,301 

 
小計（E） 

介護給付費 
年額 13,648,684  14,417,972  15,271,752  18,394,788  23,121,392  

 
小計（I） 

予防給付費 
年額 223,327 232,375 240,746 270,656 288,909 

特定入所者介護サービス

費等給付額 
年額 224,602 230,934 238,812 268,947 301,270 

高額介護サービス費等給

付額 
年額 365,011 375,301 388,105 437,077 489,609 

高額医療合算介護サー

ビス費等給付額 
年額 52,360  53,836  55,673  62,698  70,234  

算定対象審査支払手数

料 
年額 12,544  12,897  13,337  15,020  16,825  

小計（K） 年額 14,526,528 15,323,315 16,208,426 19,449,186 24,288,239 

※ 「特定入所者介護サービス費等給付額」「高額介護サービス費等給付額」は財政影響額を差し引

いた額。 

 

② 地域支援事業費（単位：千円） 

 
 第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

介護予防・日常生活支援

総合事業費 
年額 446,337  463,537  481,784  454,421 455,700 

包括的支援事業・任意事

業費 
年額 335,142  381,484 381,484 352,960 415,059 

小計（L） 年額 781,479 845,021 863,268 807,381 870,760 

 

③ 給付費総額（単位：千円） 

  第９期見込み 中長期推計 

単位 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 12年度 令和 22年度 

小計（K）+小計（L） 年額 15,308,008 16,168,336 17,071,694 20,256,567 25,158,999 

  

※数値は暫定であり， 

今後変更の可能性があります。 
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第３節 第１号被保険者の介護保険料 

（１）介護保険事業の財源構成及び第１号被保険者の負担割合 

① 介護保険事業の財源構成 

介護給付及び予防給付に要する費用と地域支援事業費の財源は，国・県・市の負担金，

国の調整交付金，第 1号被保険者（65歳以上）の保険料，第 2号被保険者（40歳から

64歳）の保険料で構成されています。 

また，介護給付費等は，公費（国，県，市）と保険料（第 1号，第 2号被保険者）で，

50%ずつ負担する仕組みとなっています。 

各々の負担割合については，次のとおりとなります。 

 

 
保険料 公費 

第 1号 第 2号 国 調整交付金 県 市 

介護給付費等（施設等分を除く） 23.0% 27.0% 20.0% 5.0% 12.5% 12.5% 

介護給付費等（施設等分） 23.0% 27.0% 15.0% 5.0% 17.5% 12.5% 

介護予防・日常生活支援総合事業費 23.0% 27.0% 20.0% 5.0% 12.5% 12.5% 

包括的支援事業・任意事業費 23.0% － 38.5% － 19.25% 19.25% 
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（２）第１号被保険者の保険料及び所得段階の設定 

① 第１号被保険者の保険料の基準額の算出 

高齢者の増加に伴う介護給付費の増加等により保険料水準の上昇が見込まれる中，保険

料段階の弾力化や介護給付費準備基金の活用等により保険料上昇の抑制に努め，本市にお

ける第９期の介護保険料を設定します。 

 

項⽬ 金額等 算出方法等 

① 
標準給付費見込

額 
●千円 

第 8 期計画期間中の介護保険サービスに係る標準給付費

を推計 

② 
地域支援事業費

見込額 
●千円 標準給付費と同様に地域支援事業費を推計 

③ 
第１号被保険者

負担分相当額 
●千円 

標準給付費と地域支援事業費の合計額に対する第１号被

保険者の負担分（23.0%）を算出 

〔計算式〕＝（①+②）×23.0% 

④ 
調整交付金相当

額 
●千円 

標準給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業費の

5.0%として算出 

⑤ 
調整交付金見込

額 
●千円 

高齢者数や所得階層の割合等で交付金が増減するため，第８

期計画期間中の見込交付割合から交付金見込額を推計 

⑥ 
財政安定化基金

償還金 
●円 

財政安定化基金からの借り入れを行っていないため，償還

金はありません。 

⑦ 
介護給付費準備

基金取崩額 
●千円 

介護給付費準備基金の⼀部を取り崩して，第 8 期計画期間

に歳入として繰り入れ，保険料の上昇を抑制します。 

⑧ 

保険者機能強化

推進交付金等の

交付見込額 

●円 
保険者機能強化推進交付金及び介護保険保険者努力支援

交付金の交付見込額を推計 

⑨ 
保険料収納必要

額 
●千円 

①～⑧で求めた金額に基づいて，収納しなければならない

額を算出 

〔計算式〕＝③＋④－⑤＋⑥－⑦－⑧ 

⑩ 保険料賦課総額 ●千円 

予定保険料収納率を 99.0%と見込んで，収納しなければなら

ない額を算出 

〔計算式〕＝⑨÷99.0% 

⑪ 延べ被保険者数 ●人 
保険料を負担いただく延べ被保険者数（保険料設定弾力化

後の所得段階別被保権者数）を推計 

第１号被保険者の保

険料基準額（月額） 
●円 

保険料賦課総額を延べ被保険者数で除し，さらに 12 か月で

除して基準額（月額）を算出 

〔計算式〕≒⑩÷⑪÷12 

  

 

現時点における推計値であり，今後の精査

や介護保険法の改正により変動します。 

 

 第 9期計  

（令和 6～8年度の合計） 

標準給付費見込額 

（A） 
約４６，０５８，０００，０００円 

地域支援事業費 

（B） 
約２，４９０，０００，０００円 

介護保険事業費 

（C）＝（A）＋（B） 
約４８，５４８，０００，０００円 

保険料収納必要額※1 

（D） 
約１１，１６６，０００，０００円 

予定保険料収納率 

（E） 
９９．０％ 

所得段階別加入割合補正後の第１号被保険者数※２ 

（F） 
約 156,000人 

第 1号被保険者月額保険料（基準額） 

（D）÷（E）÷（F）÷12か月 
約 5,911円 

 

※1  介護保険事業費(Ｃ)と各係数（第１号被保険者負担分相当額，調整交付金相当額，介護給付費

準備基金取崩額）により算出されます。なお，令和 5 年 12 月時点での介護給付費準備基金の残

高見込みは約 10 億円となっており，保険料の上昇を抑えるために 3 億円を取り崩すこととし，本

試算に計上しています。 

※２  第 8期計画期間中と同様の保険料の所得段階及び保険料率として算出しています。 
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■ 第９期計画期間の所得段階及び保険料率 

所得段階 対象者 保険料 年額 構成比 

第１段階 

・生活保護受給者・老齢福祉年金受給者で，市民税

非課税世帯の方 

・市民税非課税世帯で，前年の課税年金収入額とそ

の他の合計所得金額との合計額が 80万円以下の

方 

●円 ●% 

第２段階 

・市民税非課税世帯で，前年の課税年金収入額とそ

の他の合計所得金額との合計額が 120万円以下

の方 

●円 ●% 

第３段階 

・市民税非課税世帯で，前年の課税年金収入額とそ

の他の合計所得金額との合計額が 120万円を超

える方 

●円 ●% 

第４段階 

・同一世帯に市民税が課税されている方がいるが，本

人が市民税非課税で前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額との合計額が 80万円以下の方 

●円 ●% 

第５段階 

（標準段階） 

・同一世帯に市民税が課税されている方がいるが，本

人が市民税非課税で前年の課税年金収入額とその

他の合計所得金額との合計額が 80万円を超える

方 

●円 ●% 

第６段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

120万円未満の方 
●円 ●% 

第７段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

120万円以上の方 
●円 ●% 

第８段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

210万円以上の方 
●円 ●% 

第９段階 
・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が 

320万円以上の方 
●円 ●% 

第１０段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

400万円以上の方 
●円 ●% 

次頁へ続く 
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前頁から続き 

第１１段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

500万円以上の方 
●円 ●% 

第１２段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

600万円以上の方 
●円 ●% 

第１３段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

700万円以上の方 
●円 ●% 

第１４段階 
・本人が市民税課税で前年の合計所得金額が 

800万円以上の方 
●円 ●% 

第１５段階 
・本人が市民税課税で，前年の合計所得金額が 

1，000万円以上の方 
●円 ●% 

 

 

■ 保険料基準月額の推移 

期 事業計画期間 基準月額 
対前期比 

増減額 増減率 

第 1期 平成 12 年度～平成 14年度 2,850円 －円 －% 

第 2期 平成 15 年度～平成 17年度 2,850円 0円 0 % 

第 3期 平成 18 年度～平成 20年度 3,300円 450円 15.8% 

第 4期 平成 21 年度～平成 23年度 2,974円 ▲326円 ▲9.9% 

第 5期 平成 24 年度～平成 26年度 3,530円 556円 18.7% 

第 6期 平成 27 年度～平成 29年度 4,580円 1,050円 29.7% 

第 7期 平成 30 年度～令和 2年度 4,745円 165円 3.6% 

第 8期 令和 3 年度～令和 5年度 5,180円 435円 9.2% 

第 9期 令和 6 年度～令和 8年度 ●円 ●円 ●% 
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２ 介護保険制度の円滑な運営 

第１節 円滑な事業運営の推進支援 

介護保険事業の実施及び運用に当たっては，円滑な事業運営が不可欠となります。 

本市では，市民はじめ，事業者や協力団体，関係機関等との連携を引き続き図っていく

ことで，市内の事業運営が滞ることなく運用していくことのできる環境を整備します。 

 

（１）介護保険事業の円滑な運営のための機関 

①介護保険事業運営協議会 

本協議会は介護保険の運営のために設置される協議会として，市長からの諮問に

より，介護保険事業計画の策定及び評価に関し必要な事項を調査審議します。 

 

②地域包括支援センター運営協議会 

本協議会は八千代市地域包括支援センターの組織及び運営に関する内容を協議す

る会議です。 

今後の地域包括支援センターを取り巻く状況等を勘案しつつ，地域包括支援セン

ターが機能を十分に発揮できるように活動の充実を図ります。 

 

（２）介護保険事業の質の向上・確保 

①事業者への適切な指導 

事業者に対し，定期的・計画的な指導を実施するとともに，不正を疑われる場合

は，随時に監査を実施し，介護保険サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図

ります。 

また，自身のサービス水準を把握し課題を明らかにした上でのサービスの質を向

上させる取り組みの促進及び利用者の事業者選択に役立つ情報の提供を目的とする

介護保険サービスの自己評価システムへの参加を促します。 

 

②介護保険相談員の派遣 

市内の介護保険施設等に相談員を派遣することにより，相談員が利用者からサー

ビス提供事業者等に対する不平や不満を聞き取り，事業者及び本市へ橋渡しをする

ことで，それらが苦情や虐待になることを未然に防ぐ等，介護サービスの質の向上

を図ります。 

・派遣事業所数：3５件（令和５年度見込み，令和６年度以降は 3５件程度） 
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③苦情相談体制の充実 

利用者からの介護サービス等に関する相談や苦情について，必要に応じ，国民健

康保険団体連合会，地域包括支援センター等と連絡・調整を図り，迅速かつ適切な

対応に努めます。 

 

④介護人材の確保 

介護初任者研修に要する経費への補助等，介護人材の確保の取り組みを推進し，

事業者が必要とするサービス提供体制の確保を図ります。 

 

（３）介護保険事業の情報の提供 

①介護サービス情報公表システム等の周知 

利用者が介護サービス事業者の適切な選択ができるよう，介護サービス事業所の

サービス内容等の情報をインターネットで検索，閲覧できる介護サービス情報公表

システム等の周知を図ります。 

 

②介護保険制度の普及・啓発 

介護保険制度への理解と適切な利用を促進するため，市民に対する普及・啓発及

び情報提供を行います。 

 

（４）介護給付適正化事業 

①要介護認定の適正化 

指定居宅介護支援事業所等が行った，要介護認定の変更認定又は更新認定に係る

認定調査の内容について，市職員が書面等の審査を通じて点検することにより，適

切かつ公平な要介護認定の確保を図ります。 

また，指定居宅介護支援事業所等の介護支援専門員に対し，認定調査員研修を実

施し，要介護認定調査の平準化を図ります。 

・認定調査員研修：40人（令和５年度見込，令和６年度以降も同程度） 

・介護認定審査会委員現任研修：20人（令和５年度見込，令和６年度以降も同程度） 

 

②ケアプラン等の点検 

１）ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅サービス計画，介護予防サービス計画の記載内容

について，事業者に資料提出を求め又は訪問調査を行い，市町村職員等の第三者が

点検及び支援を行うことにより，個々の受給者が真に必要とする過不足のないサー
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ビス提供を確保するとともに，その状態に適合していないサービス提供等の改善を

図ります。 

・ケアプラン点検数：3０件（令和５年度見込み，令和６年度以降は２0件程度） 

 

２）住宅改修の点検 

住宅改修工事を行おうとする受給者宅の実態確認や工事見積書の点検，竣工時の

訪問調査等を行って施行状況を点検することにより，受給者の状態にそぐわない不

適切又は不要な住宅改修に係る給付の適正化を図ります。 

・施行状況点検件数：3件（令和５年度見込み，令和６年度以降は 10件程度） 

 

３）福祉用具購入・貸与調査 

福祉用具利用者等に対し訪問調査等を行って，福祉用具の必要性や利用状況等に

ついて点検することにより，不適切又は不要な福祉用具購入・貸与に係る給付の適

正化を図るとともに，受給者の身体の状態に応じて必要な福祉用具の利用を進めま

す。 

・訪問調査等件数：3件（令和５年度見込み，令和６年度以降は 10件程度） 

 

③ 医療情報との突合・縦覧点検 

 １）医療情報との突合 

受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付情報を突合

し，給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行い，医療と介護の給付の適

正化を図ります。 

・点検件数：10件（令和５年度見込み，令和６年度以降も同程度） 

 

2）縦覧点検 

受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）等を確認

し，提供されたサービスの整合性，算定回数・算定日数等の点検を行い，請求内容

の誤り等を早期に発見して適切な処置を行うことにより，サービス事業者等におけ

る適正な請求の促進を図ります。 

・点検件数：10件（令和５年度見込み，令和６年度以降も同程度） 
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第２節 公的介護施設等の整備 

（１）介護保険施設等の整備の推進 

各施設の必要整備量を見極めながら，計画的な整備を促進します。 

 

■ 整備済みの介護保険施設等の状況（令和５年 11月 1日現在） 

施設の種類 施設数（定員・人） 

介護老人福祉施設 8（646） 

介護老人保健施設 3（300） 

介護医療院 0 

介護療養型医療施設 0 

特定施設入居者生活介護 4（248） 

※ 介護老人福祉施設の施設数及び定員数は，公設公営の特別養護老人ホーム三山園の八千代市

民入所枠を含む。 

 

① 介護老人福祉施設（定員 30人以上の特別養護老人ホーム） 

常時介護が必要で，居宅での生活が困難な方に入浴・排せつ・食事等の介護，その他の

日常生活上の援助と機能訓練，健康管理，療養上の介助を行います。 

本計画期間においては，1施設（100床）整備することを目標とします。 

 

② 介護医療院 

安定した病状期にあり，長期の療養が必要な方に看護，医学的管理下での介護，機能訓

練，日常生活上の援助等を行います。 

本計画期間においては，1施設（60床）整備することを目標とします。 
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（２）地域密着型サービスの基盤整備の推進 

各サービスの必要整備量を見極めながら，計画的な整備を促進します。 

 

■ 整備済みの（介護予防）地域密着型サービスの状況（事業所数（定員・人）） 

（令和５年 11月 1日現在） 

圏域名 

サービスの種類 
阿蘇 村上 睦 大和田 

高津・ 

緑が丘 
八千代台 勝田台 合計 

定期巡回・随時対応型

訪問介護看護 
0 1 0 1 0 0 0 2 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 3（38） 2（28） 0 8（116） 6（76） 9（120） 3（31） 31（409） 

（介護予防）認知症対

応型通所介護 
0 1（12） 0 0 0 1（12） 2（15） 4（39） 

（介護予防）小規模多

機能型居宅介護 
0 1（29） 0 1（29） 1（29） 1（29） 1（12） 5（128） 

（介護予防）認知症対

応型共同生活介護 
1（9） 1（18） 1（18） 1（18） 2（36） 1（18） 1（18） 8（135） 

地域密着型特定施設

入所者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
0 1（29） 0 1（27） 0 1（29） 0 3（85） 

看護小規模多機能型

居宅介護 
0 0 0 1（24） 0 1（29） 0 2（53） 

 

① 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症のある人が少人数で共同生活を送りながら食事・入浴などの介護や機能訓練など

を行います。 

本計画期間においては，1事業所整備することを目標とします。 

 

② 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じて，訪問介護と訪問看護を一体的に，又は，それぞれが密接に連携し

ながら，短時間の定期巡回訪問と随時の対応をあわせてサービスを行います。 

本計画期間においては，1事業所整備することを目標とします。 
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③ 小規模多機能型居宅介護 

通いを中心に訪問や宿泊を組み合わせ，入浴・排せつ・食事等の介護，生活や健康等の

相談，その他の日常生活上の援助と機能訓練を行います。 

本計画期間においては，3事業所整備することを目標とします。 

 

■ 令和６年度から令和８年度における認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施

設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る必要利用定

員総数（人） 

圏域名 

サービスの種類 
阿蘇 村上 睦 大和田 

高津・ 

緑が丘 
八千代台 勝田台 合計 

認知症対応型共同生

活介護 
9 18 18 18 36 18 18 135 

地域密着型特定施設

入所者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
0 29 0 27 0 29 0 85 
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（３）リハビリテーションサービス提供体制の充実 

要介護（支援）者が，医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーションから，

介護保険で実施する生活期のリハビリテーションへ，切れ目なく必要に応じたサービスが

利用できる体制の構築を目指します。 

本市の地域資源を把握するための情報として，以下の指標を設定し，進捗の管理と必要

に応じて施策・事業の検討を行います。 

 

■ サービス提供事業所数（ストラクチャー指標） 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

訪問リハビリテーション 3 3 2 2 2 3 

通所リハビリテーション 8 9 8 8 9 9 

介護老人保健施設 3 3 3 3 3 3 

介護医療院 0 0 0 0 1 1 

※ 事業所数は年度中に 1 回以上サービス提供実績のある市内の施設・事業所数。 

※ 令和 5年度は見込み値。 

 

■ サービス提供事業所利用率（プロセス指標） 

 
第 8 期実績 第 9 期見込み 

3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 

訪問リハビリテーション 1.24% 1.28% 1.16% 1.20% 1.23% 1.25% 

通所リハビリテーション 5.02% 4.59% 4.48% 4.62% 4.72% 4.79% 

介護老人保健施設 4.42% 4.14% 4.10% 4.15% 4.24% 4.30% 

介護医療院 0.04% 0.06% 0.05% 0.05% 0.07% 0.08% 

※ 利用率は，１月あたりの受給者数を要介護（支援）認定者数（各年９月末時点）で除した数値。 

※ 令和 5年度は見込み値。を第１号被保険者の要介護（支援）認定者数（9月末時点）で除した数値。 
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１ 八千代市介護保険事業運営協議会に係る資料 

 

八千代市介護保険条例（抜粋） 

平成 12 年八千代市条例第 2 号 

 

第４章 八千代市介護保険事業運営協議会 

 

第 13 条 介護保険事業の適切かつ円滑な実施を図るため，八千代市介護保険事業運営協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は，市長の諮問に応じ，介護保険事業の運営に関する事項について調査審議する。 

３ 協議会は，市長が委嘱する委員 18 人以内をもって組織する。 

４ 協議会の委員（以下「委員」という。）の任期は，3 年とし，再任を妨げない。ただし，

委員が欠けた場合における補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

５ 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も，また，同様

とする。 

６ 前各項に定めるもののほか，協議会の組織及び運営に関し必要な事項は，規則で定める。 

 

第５章 雑則 

 

（委任） 

第 14 条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 
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八千代市介護保険規則（抜粋） 

平成 13年八千代市規則第 20号 

第８章 八千代市介護保険事業運営協議会 

 

（協議会の所掌事務） 

第 57条 条例第 13条第２項の規定により八千代市介護保険事業運営協議会（以下「協

議会」という。）が調査審議する事項は，次に掲げるとおりとする。 

（１） 介護保険事業計画の策定及び評価に関すること。 

（２） その他介護保険事業の運営に関する重要な事項に関すること。 

（委嘱） 

第 58条 協議会の委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 保健，医療及び福祉関係者 

（３） 介護サービス事業者 

（４） 被保険者 

（会長及び副会長） 

第 59条 協議会に会長及び副会長を置き，委員の互選により定める。 

２ 会長は，会務を総括し，協議会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その

職務を代理する。 

（会議） 

第 60条 協議会の会議（以下「会議」という。）は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 会議は，委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の

決するところによる。 

４ 会長は，協議会の議事の概要及び出席者を記載した議事録を調製し，これに署名し

なければならない。 

（庶務） 

第 61条 協議会の庶務は，介護保険担当課において行う。 

（会長への委任） 

第 62 条 第 57 条から前条までに定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項

は，会長が協議会に諮って定める。 
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委員名簿（令和６年３月３１日現在） 

No． 区分 所属団体名等 委員氏名 

１ 学識経験者 東京成徳学園 朝比奈 朋子 

２ 保健・医療・福祉 八千代市医師会 中村 明澄 ○ 

３ 〃 八千代市歯科医師会 稲山 雅治 

４ 〃 八千代市薬剤師会 島田 さえ子 

５ 〃 千葉県習志野健康福祉センター 田中 由佳 

６ 〃 八千代市社会福祉協議会 綱島 照雄 ◎ 

７ 〃 ボランティア団体 金田 万里子 

８ 〃 八千代市民生委員児童委員協議会連合会 保坂 恭子 

９ 〃 八千代市長寿会連合会 渡部 正敏 

１０ 〃 八千代市自治会連合会 関野 薫 

１１ 介護サービス事業者 八千代市介護サービス事業者協議会 小林 清次 

１２ 〃 〃 津川 康二 

１３ 公募市民 第１号被保険者 宮﨑 すみ江 

１４ 〃 〃 福田 久江 

１５ 〃 〃 椎名 美代子 

１６ 〃 第２号被保険者 中谷 力 

◎･･･会長 ○･･･副会長                                         【敬称略】 

※ 任期途中の改選による前任者  
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２ 用語一覧 

あ行 

インセンティブ 

意欲向上や目標達成のために外部か

ら金銭面等により与える刺激策。 

介護保険については平成 30年度から

保険者機能強化のために実施された。 

 

か行 

介護サービス計画（ケアプラン） 
要支援・要介護に認定された本人や家

族の希望に添った介護サービスを適切

に利用できるように，本人や家族の心身

の状況や生活の環境等に配慮し，利用す

る介護サービスの種類や内容を定めた

介護サービスの利用計画。 

 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

要介護・要支援の状態にある高齢者や

その家族の相談に応じ，その心身の状況

に応じた適切な介護サービスが利用で

きるよう，介護サービス計画（ケアプラ

ン）を作成し，市町村や居宅サービス事

業者，介護保険施設等との連絡・調整を

行う専門職。 

 

介護保険法 

平成 9年に制定された法律で，要介護

の基準やサービス運営基準等を整理し，

公的介護保険の詳細について定めた法

律。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

市町村が中心となって，地域の実情に

応じて，住民等の多様な主体が参画し，

多様なサービスを充実することで，地域

の支え合い体制づくりを推進し，要支援

者等の方に対する効果的かつ効率的な

支援等を可能とするための事業。 

 

健康寿命 

65 歳に達した人が日常生活を制限さ

れることなく健康で自立した生活を送

ることができる期間。「日常生活の制限」

とは，介護や病気などを指し，自立して

元気に過ごすことができない状態。 

 

権利擁護 

自己の権利や援助のニーズを表明す

ることの困難な人が，様々な局面で不利

益を被ることがないように，弁護又は擁

護する制度の総称。 

 

国保データベースシステム 

地域住民の健康課題を明確化し，事業

計画等へ反映させるために国民健康保険

団体連合会が各種業務を通じて管理する

給付情報（健診・医療・介護）等から「統

計情報」等を作成し，提供するシステム。 

 

さ行 

若年性認知症 

40 歳から 64 歳までに発症した初老

期認知症に 18歳から 39歳までに発症

した若年期認知症を加えた認知症の総

称。 

 

生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整

備を推進していくことを目的とし，地域

において，生活支援・介護予防サービス

の提供体制の構築に向けたコーディネ

ート機能を果たす者。 

 

成年後見制度 

民法に規定されている制度で，認知症，

知的障害，精神障害等により判断能力の

不十分な方に対し，財産管理や身上監護

についての契約等の法律行為について

意思決定を支援する制度。 
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た行 

団塊の世代 

年間の出生数が 260 万人を超えた第

一次ベビーブームの 1947年（昭和 22

年）～1949年（昭和 24年）に生まれ

た世代。 

 

団塊ジュニア世代 

年間の出生数が 200 万人を超えた第

２次ベビーブームの 1971年（昭和 46

年）〜1974年（昭和 49年）に生まれ

た世代。 

 

チームオレンジ 

チームオレンジとは，地域住民の認知

症サポーターの方々などがチームを組

み，認知症の人やその家族の支援ニーズ

に合った具体的な支援につなげる仕組

みのことをいいます。認知症の人やその

家族への支援や関係機関へのつなぎ，認

知症のイベントへの参加など，認知症で

あってもなくても同じ地域で共に生き

る「共生社会の実現」を目指して活動し

ます。チームオレンジには，認知症の人

自身も役割をもって参加することが望

まれます。 

 

地域ケア会議 

医療・介護等の多職種が協働して，高

齢者個人に対する支援の充実と，それを

支える社会基盤の整備を同時に進めて

いく，地域包括ケアシステムの実現に向

けた手法として市町村や地域包括支援

センターが開催する会議体。 

 

地域支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業，包

括的支援事業及びその他の地域支援事

業を行うことにより，被保険者が要介護

状態又は要支援状態となることを予防

することなどを目的に行うもの。 

 

 

 

地域包括支援センター 

介護保険法で定められた高齢者の生

活を総合的に支えていくための機関で，

保健師・社会福祉士・主任介護支援専門

員などの職員が配置されている。 

 

な行 

認知症ケアパス 

認知症発症予防から人生の最終段階ま

で，認知症の容態に応じ，相談先や，いつ，

どこで，どのような医療・介護サービスを

受ければいいのか，これらの流れをあら

かじめ標準的に示したもの。 

 

認知症サポーター 

認知症に関する正しい知識と理解を

持ち，地域や職域で認知症の人やそのご

家族をできる範囲で手助けする「応援

者」。認知症サポーターになるには，各地

域で実施している「認知症サポーター養

成講座」を受講する必要がある。 

 

認知症施策推進大綱 

認知症の人が尊厳と希望をもって認知

症とともに生きる，又は認知症があって

もなくても同じ社会でともに生きる「共

生」と認知症になるのを遅らせる，認知症

になっても進行を緩やかにする「予防」を

両輪とした国の施策大綱。 

 

は行 

パブリックコメント 

意見公募手続。行政機関が条例，規則

等の制定改廃や計画の策定等を行う場

合に，原案等を公表して事前に市民等か

ら意見や情報提供を求める手続。 
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避難行動要支援者 

高齢者，障害者等の防災対策において

特に配慮を要する者（要配慮者）のうち，

災害発生時に避難等に特に支援を要す

る者。 

 

標準給付費 

サービス給付費，特定入所者介護サー

ビス費，高額介護サービス費，高額医療

合算介護サービス費及び審査支払手数

料を合算した額。 

 

福祉避難所 

高齢者，障害者等の防災対策において

特に配慮を要する者（要配慮者）について，

必要な配慮をする目的で設置する施設。 

 

フレイル 

要介護状態に至る前段階として位置

づけられ，身体的機能や認知機能の低下

が見られる状態のこと。 

 

ま行 

民生委員・児童委員 

民生委員は，厚生労働大臣が委嘱し，

住民の生活状態を適切に把握すること

や援助を必要とする人などに相談・助言

を行うことを主な職務として活動する

人。児童委員は民生委員があてられる。 

 

や行 

要支援・要介護認定者 

要介護（要支援）認定申請の結果，要

支援１又は２と認定された者を要支援

認定者，要介護１～５と認定された者を

要介護認定者という。 
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令和５年度３回八千代市介護保険事業運営協議会

議題１　八千代市高齢者保健福祉計画（素案）に対する質問及び回答

№ 該当ページ 質問内容 回答

1 14
生産年齢人口割合は微増とあるが地区的にはどこが増えているのか。
現行開発が進んでいる八千代市緑が丘は予測がつくがその他地区の状況はいかがでしょうか。

　２０１５から２０２２年の増加数，増加率では，最も増加が大きいのは「緑が
丘西」地区で，８，８５５人，５７５．４％となり，次いで「ゆりのき台」地区８８３
人，７．８％，その他，「大和田新田」地区８５６人，２．５％，「八千代台北」地
区７００人，５．７％となります。
　一方，高津団地，村上団地，米本団地といった比較的開発年次が古い住宅
団地の地区では減少数が大きくなっています。

2

警察が21年に認知した一般刑法犯の件数に占める高齢者の割合は23.6%で，近年右肩上がりで上
昇し，高齢者の犯罪の内訳では「窃盗」が最多の69.9%で，半数以上を「万引き」が占めているとされ
ているが八千代市内の状況及び貧困率などに対する福祉計画からみた対策等はいかがでしょう
か。

　刑法犯の高齢者の割合，犯罪の内訳は，市単位で状況を把握することは
出来ません。
　また，高齢者の貧困率といった指標も，把握は難しい状況です。
　本計画では，貧困と定義されるような高齢者の方に対しても，一般の高齢
者と同様に，基本理念として掲げている「高齢者が生涯にわたり健やかで，
安心した生活を営むことができるまちづくり」に基づき，高齢者が安心して生
活できる施策を推進してまいります。

3 95
実地指導から運営指導となりどのような点がかわっていくのでしょうか。
八千代市では集団指導が以前より行われいませんが，今後は集団指導後の運営指導(一般・合同)
からの監査への変更となるのでしょうか。

　昨今の感染症等の影響もあり，指導を現地ではなく情報通信機器等を活用
して実施する場合があるため，実地指導から運営指導へと名称が変更されま
した。
　情報通信機器等の活用により，実施方法等に変更は生じますが，大枠部分
での変更はないものと考えております。
　また，集団指導につきましては，報酬改定の動向を注視し，来年度の実施
に向けて検討してまいります。

4 96

前の項目での人口割合及び介護事業での労働者については全国的に厳しい状況であり，ハード面
である建物および設備があっても開催ができない事業所も多くあると思いますが市内の介護人材確
保について行政を中心に各事業所と協力して人材の確保の方法を考えていかなければ近隣市町村
の介護事業所にさらなる流出してしまうのではないか。

　市内の介護人材の確保につきましては，現状実施している研修に要する経
費助成の適用範囲を拡大するなど，人材確保の施策を，引き続き検討してま
いります。

1



令和５年度３回八千代市介護保険事業運営協議会

議題１　八千代市高齢者保健福祉計画（素案）に対する質問及び回答

№ 該当ページ 質問内容 回答

5 98

介護老人福祉施設　1施設　100床とあるがニーズとして入りたい方と金銭的には難しいが入りたい
等を整理するともに市内のショートステイ事業所等も含めた入所系施設の開設状況及び各施設の加
配状況を踏まえ，全施設が100％入所となっていてその上で足りないとなるのか。

及び現行の各介護施設が開催できる介護人材の確保の見込みはあったうえでのことなのでしょう
か。

認知症共同生活介護　1施設とあるが，介護老人福祉施設を現行で構想に入れるであれば建坪単
価がおさえられるので施設数を増やし次の計画時に介護老人福祉施設を増やしていく方向性で人
材等の問題なども解決策を考えていく方が金銭的な面でもいいのではないでしょうか。

　本市の現状をデータで見ますと，施設系サービスの受給率が全国平均や千
葉県平均と比較しますと低い状況です（全国：２．８％　千葉県：２．５％　本
市：２．３％）。
　要因として，中重度認定者の在宅系サービス利用率が高く，住み慣れた自
宅での生活を継続する傾向が高いと考えられる一方，施設整備の不足によ
り，需要とのギャップが生じているとも考えられます。
　その他のデータでは，人口１０万人あたりの介護老人福祉施設の施設数を
同様に比較してみますと，全国：６．６施設　千葉県：６．８施設　本市：４．４施
設となっております。
　また，介護老人福祉施設においては，一定数の待機者が発生していること
も把握しております。
　このような背景から，今回の整備は必要なものと考えております。

　認知症対応共同生活介護施設につきましても，認知症施策の推進ととも
に，こちらも一定数の待機者が生じているため，整備が必要と考えておりま
す。

　整備事業者の選考にあたりましては，公募方式で行い，応募した事業所が
設備や人員基準を満たせるか，将来的に安定運営が可能な資金繰りの計画
が立てられているかなど，会計士などの専門家も交えて評価・審査を行いま
す。
　そのうえで，優先順位をつけ，一番となった事業所を選定していくこととなり
ます。

6

高齢化率が高くなっていくのに合わせて，要介護認定率も上がっていき介護保険サービスの見込み
量も増やさなければならない状態というのはよくわかる。

どの業種も人出不足ということもあり，働き手を減らさないためにも，介護を担っている家族が離職し
ないよう，仕事と介護を両立できるための支援が必要。

そのためには手厚いサービスの量も増やさなければならない。

また在宅で最後まで生活したいという本人の思いとは反対に，施設入所とならざるを得ない状況とも
なってしまう。

介護サービスが増えるとなると，１号保険者の介護保険料が上がるのも否めないとも思う。

しかし年金生活者には厳しいという利用者もおり，お金が出せないという理由で必要と思われるサー
ビスを利用しない人もいることも伝えておきたい。

承知いたしました。

2
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議題１　八千代市高齢者保健福祉計画（素案）に対する質問及び回答

№ 該当ページ 質問内容 回答

7 98

 介護医療院の整備に関して，「介護医療院」「介護療養型医療施設」さらに医療保険が適用される
「医療療養型病院」の違い説明いただきたい。あわせて「介護老人福祉施設」「介護老人保健施設」
との違いや創設の経緯を説明いただきたい。そのうえで，「介護医療院」の新規計画が意味するポイ
ントを説明いただきたい。

　介護療養型医療施設（病院）と介護医療院の違いにつきましては，どちらも
生活の場を提供する施設となりますが，前者は，診察，医療的ケアが中心の
施設となりますが，後者は，医療療養型病院の対象から外れるが，医療的ケ
アが必要で介護施設では対応できない狭間のニーズに対応する施設となり
ます。
　介護療養型医療施設と医療療養型病院の違いにつきましては，適用される
保険や看護師・介護職員の配置基準，利用対象者の状態などが異なります。
　なお， 介護療養型医療施設は，２０２４年３月末に廃止されることが決まっ
ております。

次期計画において，介護医療院の整備を位置付けた理由につきましては，本
市の状況といたしまして，ひとり暮らしや高齢夫婦世帯，後期高齢者の増加
に伴い，介護サービスに対するニーズが多様化していくことが見込まれる中，
本年度第1回の運営協議会において，令和４年度事業の実績報告を行いまし
たが，介護医療院の給付実績は年々増加傾向にあるものの，市内に該当施
設は無く他市の施設に依存している状況となります。
　このような背景から，今後も需要が伸びることを想定し，住民の利便性，
サービス向上の観点から，市内に整備を図っていくことといたしました。

　介護老人福祉施設とは，施設サービス計画に基づいて，入浴，排せつ，食
事等の介護その他の日常生活上の世話，機能訓練，健康管理及び療養上
の世話を行うことを目的とする施設と定義されております（介護保険法第８条
第２７項）。
　介護老人保健施設とは，心身の機能の維持回復を図り，居宅における生活
を営むことができるようにするための支援が必要である者に対し，施設サービ
ス計画に基づいて，看護，医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設と定義さ
れております（介護保険法第８条第２８項）。
　介護老人保健施設につきましては，昭和６０年頃国において，医療施設，福
祉施設，家庭との間に存在する課題を解決し，要介護老人に対して通所，短
期入所サービス及び入所サービスを実施する中間施設の体系的整備を図っ
ていくことが必要との考えから創設された施設となります。

3
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№ 該当ページ 質問内容 回答

8 98

介護老人福祉施設の1施設整備について
八千代市特別養護老人ホーム連絡協議会の独自の調べでは，特養の平均入所稼働率は年々低
下，現在概ね90％を示している。

全国の施設協議会の説明でも，昨年度決算で60％もの施設が収支差額において赤字を示したとの
報告を受けている。

理由は，介護・看護等従事者確保・育成の難しさ，医療ケア等を要する入所者の対応増加の難しさ
(特養は生活のための施設であり，医師の常駐もなく，看護師も24時間配置体制でもない等)，さらに
物価高騰等の影響も強くあるからと感じている。

はじめに，市内で特養入所待機者はなん名くらいいるのか伺います。

その方々の要介護度3以上の方々はなん名くらいか。
わかれば教えていただきたい。

次に，市内で既に増床した特養でここ数年が経過しつつも，約30床が未だ順調に開設できていな
い，また併設するショートステイ20床も閉鎖状態にあるなど，先に記述した各施設の稼働率の低下と
ともに空床が目立つことへの不安である。

増床の前に，既存の空床を有効に活用すべきではないか。

建設費も高騰するなか，今回の計画案にある100床の増床は，市民ニーズにこたえるべき計画案と
は理解するが，余りにも現場と乖離した実態に対して八千代市としての見解を伺いたい。

さらにP50では高齢者の住宅支援として高齢者が住み慣れた地域で住み続けることができるよう
サービス付き高齢者住宅などを38事業所も進めてきた。

38事業所の稼働率，高齢者要介護の方々の生活状況の説明を伺いたい。

　市内の特養の入居待機者数は令和５年７月１日現在で，３４５人となってお
ります。
　そのうち，要介護３以上の方は３４３名です。
　特別養護老人ホームの整備計画につきましては，市で把握する入所待機
者の中でも，優先度の高い「入所に急を要する待機者」の人数をもとに整備
数の検討を行いました。
　入所に急を要する待機者とは①「千葉県指定介護老人福祉施設等の入所
に関する指針」における入所申込者評価基準により算定した点数が８０点以
上で，かつ直ちに入所を希望している待機者です。
　対象の方は，令和５年７月１日現在で，１０５人おり，この１０５人に広域型特
別養護老人ホームの市民利用率（７５％）を，勘案して割り返すと約１４０人と
なります。
　この１４０人に今年度整備予定の特別養護老人ホームを考慮し，およそ８０
床が必要数となります。
　さらに，先ほどの「入所に急を要する待機者」のうち，７０点以上８０点未満
の待機者３９人を考慮して１００床の施設を整備することとしました。

　サービス付き高齢者住宅や住宅型有料老人ホームにつきましては，より手
厚いサービスを受けたい等のニーズに対応した民間事業者が供給する住宅
となりますが，介護給付の対象ではなく，入居希望者と事業者との契約に基
づき入居を行うことから，稼働率の把握は行っておりません。
　ただし，前回の運営協議会でも申し上げましたが全国的に虐待報告が増え
ている状況から，本市においても年度毎に1施設毎となりますが介護相談員
を派遣し状況把握に努めているところです。
　今年度訪問している施設の入居者に話を伺っておりますが，職員対応や食
事などの住環境において，おおむね満足している状況が伺えます。

4
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9

総じて高齢者福祉介護サービスを充実させるためには，施設整備さらに在宅介護の充実を図るべき
ことは周知の通りである。

しかし，そのためには事業者の質の担保に加え，従事者の確保・育成は喫緊の課題と感じる。

3年後いや10年後30年後の八千代市での高齢者福祉・介護に必要な人材確保・育成は単に事業者
の責任では解決は難しく，行政，事業者，地域市民との信頼や協力なくして達成できないのではない
かと懸念している。

八千代市としての将来構想として見解を伺いたい。

　今後も，高齢化は一層進展する一方，現役世代が減少していくことが見込
まれているなか，制度・分野ごとの役割や支え手と受け手という関係を超え，
人や社会の繋がりを進展させ，それぞれが協力し地域を創っていく，地域共
生社会の実現が必要であり，その基盤の一つである地域包括ケアシステム
の更なる推進が求められます。
　このため，住民団体，介護サービス事業所，医療機関等，様々な団体との
連携は不可欠であり，今後も強化していく必要があるものと考えております。
　また，介護人材の確保や育成に関しましては，処遇改善や資格取得要件の
緩和，現場での生産性向上への支援など様々なものが考えられますが，法・
制度改正が必要なものもございますことから，国や県との協力を図りつつ，問
題解決に努めていきたいと考えております。
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最後に，本件はすべて保険料として計上されるものである。

必要な整備は認めるが，まずは現状の課題を整理し対策を図るべきでは，そのうえで適切な保険料
へ反映されるべきと感じる。

個人的に次期計画案としての100床の増床は，令和9年以降に検討し，適切な保険料を反映すべき
と感じている。

見解を伺いたい。

　整備計画で掲げました介護老人福祉施設につきましては，次期計画の最終
年度である令和８年度末の開設を見込んでいることから，介護保険料の算定
には，ほとんど影響はありません。
　次期計画の介護保険料につきましては，これまでの各サービスの実績や伸
び率，要介護認定者の増加率などから，主に在宅サービスの伸びが著しく，
これを賄うための増額となります。

11 99
整備済み地域密着型サービス（令和5年11月1日現在）について，現状と今後3か年で整備する計画
案の課題と具体的と取り組みについて説明を伺いたい。

　地域密着型サービスにつきましては，法令で定員数が限られ利益が見込み
にくい事などから，公募をかけてもなかなか応募が無い状況がございます。
　このため，比較的応募率が高い，介護老人福祉施設と合わせた整備で公
募をかけるなど，公募方法を工夫して参りたいと考えております。
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